
 
 

 
 

 
 

1頁 

○
総
務
省
令
第 

 
 

号 

 

経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
四
十
三

号
）
第
五
十
条
第
一
項
、
第
五
十
二
条
第
一
項
、
第
二
項
第
二
号
ロ
及
び
ハ
、
第
三
号
ロ
及
び
ハ
並
び
に
第
四
号
、
第

八
項
（
同
法
第
五
十
四
条
第
二
項
及
び
第
五
十
五
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

。
）

並
び
に
第
十
一
項

、
第
五
十
四
条
第
一
項
、
第
三
項
並
び
に
第
四
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

。
）

並
び
に
第
九
十
一
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
総
務
省
関
係
経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の

確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
等
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ

う
に
定
め
る
。 

令
和 

 

年 
 

月 
 

日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

総
務
大
臣 

藤
井
比
早
之 

 
 

総
務
省
関
係
経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く

特
定
社
会
基
盤
事
業
者
等
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令 

 

 

総
務
省
関
係
経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
特
定

社
会
基
盤
事
業
者
等
に
関
す
る
省
令
（
令
和
五
年
総
務
省
令
第
六
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
（
下
線
を
含
む
。
以
下
同
じ

。
）

を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ

部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、



 
 

 
 

 
 

2頁 

改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
（
二
重
下
線
を
含
む
。
以
下
同
じ

。
）

を

付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う

。
）

は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄

に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の
標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲

げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い

な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な

い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。



 

3頁 

改 
 

正 
 

後 

改 
 

正 
 

前 

 

（
特
定
重
要
設
備
） 

第
一
条 

経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法

律
第
四
十
三
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
五
十
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
の
種
類
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
特
定
重
要
設
備
） 

第
一
条 

経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法

律
第
四
十
三
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
五
十
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
の
種
類
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
も
の
と
す
る
。 

一 

電
気
通
信
事
業
法
（
昭
和
五
十
九
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
二
条
第
四
号
に
規
定
す
る
電
気
通
信
事
業
（

同
法
第
百
六
十
四
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
電
気
通
信
事
業
を
除
く
。
次
条
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
） 

次
に
掲
げ
る
も
の 

一 

［
同
上
］ 

イ 

次
条
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
者
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
電
気
通
信
事
業
の
用
に
供
す
る
第
一
種
指
定
電
気
通

信
設
備
（
電
気
通
信
事
業
法
第
三
十
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
を
い
う
。
同

号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
う
ち
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の 

イ 

次
条
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
者
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
者
が
設
置
す
る
第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
（
電
気

通
信
事
業
法
第
三
十
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
を
い
う
。
同
号
に
お
い
て
同

じ
。
）
の
う
ち
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の 

［
⑴
～
⑶ 

略
］ 

［
⑴
～
⑶ 

同
上
］ 

ロ 

次
条
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
者
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
電
気
通
信
事
業
の
用
に
供
す
る
電
気
通
信
設
備
の
う

ち
、
イ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
（
同
号
ロ
に
規
定
す
る
電
気
通
信
役
務
（
電
気
通

信
事
業
法
第
二
条
第
三
号
に
規
定
す
る
電
気
通
信
役
務
を
い
う
。
ニ
及
び
次
条
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。

）
の
用
に
供
す
る
も
の
に
限
る
。
） 

ロ 

次
条
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
者
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
者
が
設
置
す
る
電
気
通
信
設
備
の
う
ち
、
イ
⑴
か
ら

⑶
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
（
同
号
ロ
に
規
定
す
る
電
気
通
信
役
務
（
電
気
通
信
事
業
法
第
二

条
第
三
号
に
規
定
す
る
電
気
通
信
役
務
を
い
う
。
ニ
及
び
次
条
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
用
に
供
す

る
も
の
に
限
る
。
） 

［
ハ 

略
］ 

［
ハ 

同
上
］ 

ニ 

次
条
第
一
号
ニ
に
掲
げ
る
者
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
電
気
通
信
事
業
の
用
に
供
す
る
電
気
通
信
設
備
の
う

ち
、
イ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
（
第
五
世
代
移
動
通
信
シ
ス
テ
ム
（
電
気
通
信
事

業
報
告
規
則
（
昭
和
六
十
三
年
郵
政
省
令
第
四
十
六
号
）
第
一
条
第
二
項
第
十
三
号
に
規
定
す
る
第
五
世

代
移
動
通
信
シ
ス
テ
ム
を
い
う
。
次
条
第
一
号
ニ
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
使
用
す
る
携
帯
無
線
通
信
（
無

線
設
備
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
電
波
監
理
委
員
会
規
則
第
十
八
号
）
第
三
条
第
一
号
に
規
定
す
る
携
帯
無

線
通
信
を
い
う
。
次
条
第
一
号
ニ
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
る
電
気
通
信
役
務
の
用
に
供
す
る
も
の
に
限

り
、
端
末
設
備
等
規
則
（
昭
和
六
十
年
郵
政
省
令
第
三
十
一
号
）
第
三
十
二
条
の
二
十
四
の
二
に
規
定
す

る
救
済
網
で
あ
っ
て
、
他
の
次
条
第
一
号
ニ
に
掲
げ
る
者
が
設
置
す
る
設
備
を
除
く
。
） 

ニ 

次
条
第
一
号
ニ
に
掲
げ
る
者
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
者
が
設
置
す
る
電
気
通
信
設
備
の
う
ち
、
イ
⑴
か
ら

⑶
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
（
第
五
世
代
移
動
通
信
シ
ス
テ
ム
（
電
気
通
信
事
業
報
告
規
則
（

昭
和
六
十
三
年
郵
政
省
令
第
四
十
六
号
）
第
一
条
第
二
項
第
十
三
号
に
規
定
す
る
第
五
世
代
移
動
通
信
シ

ス
テ
ム
を
い
う
。
次
条
第
一
号
ニ
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
使
用
す
る
携
帯
無
線
通
信
（
無
線
設
備
規
則
（

昭
和
二
十
五
年
電
波
監
理
委
員
会
規
則
第
十
八
号
）
第
三
条
第
一
号
に
規
定
す
る
携
帯
無
線
通
信
を
い
う

。
次
条
第
一
号
ニ
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
る
電
気
通
信
役
務
の
用
に
供
す
る
も
の
に
限
る
。
） 

ホ 

次
条
第
一
号
ホ
に
掲
げ
る
者
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
電
気
通
信
事
業
の
用
に
供
す
る
電
気
通
信
設
備
の
う

ち
、
同
号
ホ
に
規
定
す
る
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
及
び
そ
れ
に
付
随
す
る
Ｉ
Ｐ
電
話
（
電
気
通
信
事
業
法

施
行
規
則
（
昭
和
六
十
年
郵
政
省
令
第
二
十
五
号
）
第
二
十
三
条
の
四
第
二
項
第
十
号
の
三
に
規
定
す
る

Ｉ
Ｐ
電
話
の
う
ち
、
二
の
者
の
間
の
通
信
を
媒
介
す
る
も
の
に
限
る
。
）
の
用
に
供
す
る
も
の
（
他
の
電

気
通
信
事
業
者
（
電
気
通
信
事
業
法
第
二
条
第
五
号
に
規
定
す
る
電
気
通
信
事
業
者
を
い
う
。
次
条
第
一

号
及
び
第
二
十
七
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
設
置
す
る
電
気
通
信
回
線
設
備
（
同
法
第
九
条
第
一
号
に
規

定
す
る
電
気
通
信
回
線
設
備
を
い
う
。
）
を
除
く
。
） 

ホ 

次
条
第
一
号
ホ
に
掲
げ
る
者
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
者
が
設
置
す
る
電
気
通
信
設
備
の
う
ち
、
同
号
ホ
に

規
定
す
る
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
及
び
そ
れ
に
付
随
す
る
Ｉ
Ｐ
電
話
（
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
（
昭

和
六
十
年
郵
政
省
令
第
二
十
五
号
）
第
二
十
三
条
の
四
第
二
項
第
十
号
の
三
に
規
定
す
る
Ｉ
Ｐ
電
話
の
う

ち
、
二
の
者
の
間
の
通
信
を
媒
介
す
る
も
の
に
限
る
。
）
の
用
に
供
す
る
も
の 

［
二
・
三 

略
］ 

［
二
・
三 

同
上
］ 

 

（
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
指
定
基
準
） 

 

（
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
指
定
基
準
） 



 

4頁 

第
二
条 

法
第
五
十
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
の
種

類
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
と
お
り
と
す
る
。 

第
二
条 

［
同
上
］ 

一 

電
気
通
信
事
業
法
第
二
条
第
四
号
に
規
定
す
る
電
気
通
信
事
業 

電
気
通
信
事
業
者
で
あ
っ
て
、
次
の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。 

一 

電
気
通
信
事
業
法
第
二
条
第
四
号
に
規
定
す
る
電
気
通
信
事
業 

電
気
通
信
事
業
者
（
同
条
第
五
号
に
規

定
す
る
電
気
通
信
事
業
者
を
い
う
。
ハ
及
び
第
七
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
っ
て
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該

当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。 

［
イ
～
ハ 

略
］ 

［
イ
～
ハ 

同
上
］ 

ニ 

電
波
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
一
号
）
第
六
条
第
八
項
第
二
号
に
規
定
す
る
電
気
通
信
業
務

用
基
地
局
を
開
設
し
て
第
五
世
代
移
動
通
信
シ
ス
テ
ム
を
使
用
す
る
携
帯
無
線
通
信
に
よ
る
電
気
通
信
役

務
を
提
供
す
る
者 

ニ 

基
地
局
を
設
置
し
て
第
五
世
代
移
動
通
信
シ
ス
テ
ム
を
使
用
す
る
携
帯
無
線
通
信
に
よ
る
電
気
通
信
役

務
を
提
供
す
る
者 

ホ 

特
定
の
者
に
対
し
通
信
文
を
そ
の
使
用
す
る
通
信
端
末
機
器
（
入
出
力
装
置
を
含
む
。
）
の
映
像
面
に

表
示
さ
れ
る
よ
う
に
す
る
こ
と
に
よ
り
伝
達
す
る
た
め
の
電
気
通
信
（
電
気
通
信
事
業
法
第
二
条
第
一
号

に
規
定
す
る
電
気
通
信
を
い
う
。
）
に
係
る
電
気
通
信
役
務
（
以
下
「
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
」
と
い
う

。
）
を
提
供
す
る
者
の
う
ち
、
前
年
度
に
お
け
る
一
月
当
た
り
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
受
け

た
利
用
者
（
同
条
第
七
号
イ
に
掲
げ
る
者
に
限
る
。
以
下
こ
の
ホ
及
び
第
二
十
七
条
第
二
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
の
数
の
平
均
が
六
千
万
以
上
で
あ
っ
て
、
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
を
国
、
都
道
府
県
又
は
市
町
村

（
以
下
こ
の
ホ
に
お
い
て
「
国
等
」
と
い
う
。
）
の
事
務
（
国
等
が
、
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者

に
対
し
て
、
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
に
お
い
て
提
供
さ
れ
る
情
報
を
伝
達
す
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム
を
利
用

し
て
国
等
の
事
務
に
係
る
情
報
を
伝
達
す
る
事
務
を
い
う
。
同
項
及
び
附
則
第
二
条
に
お
い
て
「
国
等
の

メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
事
務
」
と
い
う
。
）
の
用
に
供
す
る
も
の 

ホ 

特
定
の
者
に
対
し
通
信
文
を
そ
の
使
用
す
る
通
信
端
末
機
器
（
入
出
力
装
置
を
含
む
。
）
の
映
像
面
に

表
示
さ
れ
る
よ
う
に
す
る
こ
と
に
よ
り
伝
達
す
る
た
め
の
電
気
通
信
（
電
気
通
信
事
業
法
第
二
条
第
一
号

に
規
定
す
る
電
気
通
信
を
い
う
。
）
に
係
る
電
気
通
信
役
務
（
以
下
「
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
」
と
い
う

。
）
を
提
供
す
る
者
の
う
ち
、
前
年
度
に
お
け
る
一
月
当
た
り
の
当
該
電
気
通
信
役
務
の
提
供
を
受
け
た

利
用
者
（
同
法
第
二
条
第
七
号
イ
に
掲
げ
る
者
に
限
る
。
以
下
こ
の
ホ
及
び
第
七
条
第
二
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
の
数
の
平
均
が
六
千
万
以
上
で
あ
っ
て
、
当
該
電
気
通
信
役
務
を
国
、
都
道
府
県
又
は
市
町
村
（

以
下
こ
の
ホ
に
お
い
て
「
国
等
」
と
い
う
。
）
の
事
務
（
国
等
が
、
当
該
電
気
通
信
役
務
の
利
用
者
に
対

し
て
、
当
該
電
気
通
信
役
務
に
お
い
て
提
供
さ
れ
る
情
報
を
伝
達
す
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
て
国

等
の
事
務
に
係
る
情
報
を
伝
達
す
る
事
務
を
い
う
。
第
七
条
第
二
項
及
び
附
則
第
二
条
に
お
い
て
「
国
等

の
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
事
務
」
と
い
う
。
）
の
用
に
供
す
る
も
の 

［
二
・
三 

略
］ 

［
二
・
三 

同
上
］ 

 

（
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
指
定
基
準
の
特
例
） 

第
二
条
の
二 

合
併
に
よ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
の
承
継
、
分
割
に
よ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
の
全
部
若
し
く

は
一
部
の
承
継
又
は
特
定
社
会
基
盤
事
業
の
全
部
若
し
く
は
一
部
の
譲
受
け
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
事

業
承
継
等
」
と
い
う
。
）
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
事
業
承
継
等
を
さ
せ
た
者
の
当
該
事
業
承
継
等
を
さ

せ
た
事
業
に
係
る
事
業
実
績
（
前
条
第
一
号
ホ
に
規
定
す
る
前
年
度
に
お
け
る
一
月
当
た
り
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
受
け
た
利
用
者
の
数
の
平
均
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
つ
い
て
は

、
当
該
事
業
承
継
等
を
し
た
者
の
事
業
実
績
と
み
な
し
て
、
前
条
の
規
定
を
適
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
、
当
該
事
業
承
継
等
を
さ
せ
た
者
の
事
業
実
績
に
は
、
当
該
事
業
承
継
等
を
さ
せ
た
事
業
に
係
る
事
業
実

績
を
算
入
し
な
い
も
の
と
す
る
。 

 

［
新
設
］ 

 

（
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
指
定
の
通
知
） 

第
三
条 

法
第
五
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
（
第
二
条
各
号
に
掲
げ
る
特
定
社
会
基

盤
事
業
を
行
う
者
に
限
る
。
以
下
同
じ
。
）
の
指
定
の
通
知
は
、
様
式
第
一
に
よ
る
指
定
通
知
書
に
よ
っ
て

行
う
も
の
と
す
る
。 

 

（
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
指
定
の
通
知
） 

第
三
条 

法
第
五
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
指
定
の
通
知
は
、
様
式
第
一
に
よ
る
指

定
通
知
書
に
よ
っ
て
行
う
も
の
と
す
る
。 

 

［
削
る
］ 

 

（
総
務
大
臣
へ
の
報
告
） 

第
七
条 

電
気
通
信
事
業
者
は
、
第
二
条
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
者
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
様
式



 

5頁 

第
四
に
よ
り
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
総
務
大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
同
号
ロ
に
掲
げ
る
者
に
該

当
し
な
く
な
っ
た
場
合
も
、
同
様
と
す
る
。 

２ 

メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
電
気
通
信
事
業
者
で
あ
っ
て
、
当
該
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
を
国
等
の

メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
事
務
の
用
に
供
す
る
も
の
は
、
毎
年
度
経
過
後
一
月
以
内
に
、
当
該
年
度
に
お
け
る
一

月
当
た
り
の
当
該
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
受
け
た
利
用
者
の
数
の
平
均
が
次
に
掲
げ
る
区
分
（
以
下

こ
の
項
に
お
い
て
単
に
「
区
分
」
と
い
う
。
）
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
は
、
様
式
第
五
に
よ
り
、
そ
の

該
当
す
る
区
分
を
総
務
大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
年
度
に
お
け
る
当
該
利
用
者
の

数
の
平
均
の
該
当
す
る
区
分
が
、
当
該
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
こ
の
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
し
た
報

告
の
う
ち
直
近
の
報
告
に
係
る
区
分
と
同
一
で
あ
る
場
合
に
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。 

一 

五
千
万
以
上
六
千
万
未
満 

二 

六
千
万
以
上 

 

（
親
法
人
等
） 

第
七
条 

経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
令
和

四
年
政
令
第
三
百
九
十
四
号
。
第
二
十
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
。
）
第
十
条
第
三
項
の
主
務
省
令
で
定
め

る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
法
人
等
（
会
社
、
組
合
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
事
業
体
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）

と
す
る
。
た
だ
し
、
財
務
上
又
は
営
業
上
若
し
く
は
事
業
上
の
関
係
か
ら
み
て
他
の
法
人
等
の
意
思
決
定
機
関

（
同
項
に
規
定
す
る
意
思
決
定
機
関
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
支
配
し
て
い
な
い
こ
と
が

明
ら
か
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
法
人
等
を
除
く
。 

 

（
親
法
人
等
） 

第
八
条 

経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
令
和

四
年
政
令
第
三
百
九
十
四
号
。
第
二
十
一
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
。
）
第
十
条
第
三
項
の
主
務
省
令
で
定

め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
法
人
等
（
会
社
、
組
合
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
事
業
体
を
い
う
。
以
下
同
じ
。

）
と
す
る
。
た
だ
し
、
財
務
上
又
は
営
業
上
若
し
く
は
事
業
上
の
関
係
か
ら
み
て
他
の
法
人
等
の
意
思
決
定
機

関
（
同
項
に
規
定
す
る
意
思
決
定
機
関
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
支
配
し
て
い
な
い
こ
と

が
明
ら
か
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
法
人
等
を
除
く
。 

［
一
～
三 

略
］ 

［
一
～
三 

同
上
］ 

 

（
重
要
維
持
管
理
等
） 

第
八
条 

［
略
］ 

 

（
重
要
維
持
管
理
等
） 

第
九
条 

［
同
上
］ 

 

（
導
入
等
計
画
書
の
届
出
） 

第
九
条 

法
第
五
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
導
入
等
計
画
書
の
届
出
は
、
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
う
場

合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
四
㈠
に
よ
り
、
特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
様

式
第
四
㈡
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

 

（
導
入
等
計
画
書
の
届
出
） 

第
十
条 

法
第
五
十
二
条
第
一
項
の
導
入
等
計
画
書
は
、
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式

第
六
㈠
に
よ
る
も
の
と
し
、
特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
六
㈡

に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

法
第
五
十
二
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。
た
だ
し
、
有
効
期
間

又
は
有
効
期
限
の
あ
る
も
の
に
あ
っ
て
は
同
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
日
に
お
い
て
有
効
な
も
の
に
、
そ
の
他

の
も
の
に
あ
っ
て
は
当
該
届
出
の
日
前
六
月
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
（
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類
を
除
く
。
）

に
限
る
。 

２ 

法
第
五
十
二
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。
た
だ
し
、
有
効
期
間

又
は
有
効
期
限
の
あ
る
も
の
に
あ
っ
て
は
同
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
日
に
お
い
て
有
効
な
も
の
に
、
そ
の
他

の
も
の
に
あ
っ
て
は
当
該
届
出
の
日
前
三
月
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。 

［
一
・
二 

略
］ 

［
一
・
二 
同
上
］ 

三 

第
十
六
条
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
が
講
ず
る
特
定
妨
害
行
為
を
防
止
す
る

た
め
の
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ
と
を
証
す
る
書
類 

［
新
設
］ 

３ 

前
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
法
第
三
章
の
規
定
に
よ
り
既
に
総
務
大
臣
に
届
け
出
た
当
該
書

類
の
内
容
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
法
第
五
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
届
け
出
る
導
入
等
計
画
書
に
そ
の

［
新
設
］ 



 

6頁 

旨
を
記
載
す
る
こ
と
に
よ
り
、
当
該
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
総
務
大
臣
が
特
に

必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

 

（
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
う
こ
と
等
が
緊
急
や
む
を
得
な
い
場
合
） 

第
十
条 

［
略
］ 

 

（
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
う
こ
と
等
が
緊
急
や
む
を
得
な
い
場
合
） 

第
十
一
条 

［
同
上
］ 

２ 

法
第
五
十
二
条
第
十
一
項
の
規
定
に
よ
る
緊
急
導
入
等
届
出
書
の
届
出
は
、
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
っ

た
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
五
㈠
に
よ
り
、
特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
た
場
合
に
あ
っ
て

は
様
式
第
五
㈡
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

２ 

法
第
五
十
二
条
第
十
一
項
の
緊
急
導
入
等
届
出
書
は
、
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
っ
た
場
合
に
あ
っ
て
は

様
式
第
七
㈠
に
よ
る
も
の
と
し
、
特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第

七
㈡
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
二
号
ロ
の
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
） 

第
十
一
条 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
二
号
ロ
の
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

 

（
法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
二
号
ロ
の
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
） 

第
十
二
条 

［
同
上
］ 

一 

特
定
重
要
設
備
の
供
給
者
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
、
住
所
、
法
人
番
号
（
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定

の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
二
十
七
号
）
第
二
条

第
十
六
項
に
規
定
す
る
法
人
番
号
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
並
び
に
そ
の
設
立
に
当
た
っ
て
準
拠
し
た
法
令

を
制
定
し
た
国
又
は
地
域
（
以
下
「
設
立
準
拠
法
国
等
」
と
い
う
。
）
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、

氏
名
、
住
所
及
び
国
籍
等
） 

一 

特
定
重
要
設
備
の
供
給
者
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
、
住
所
並
び
に
そ
の
設
立
に
当
た
っ
て
準
拠
し
た

法
令
を
制
定
し
た
国
又
は
地
域
（
以
下
「
設
立
準
拠
法
国
等
」
と
い
う
。
）
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て

は
、
氏
名
、
住
所
及
び
国
籍
等
） 

二 

特
定
重
要
設
備
の
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五
以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
す
る

者
の
名
称
、
法
人
番
号
及
び
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
及
び
国
籍
等
）
並

び
に
そ
の
保
有
す
る
議
決
権
の
数
の
当
該
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
数
に
占
め
る
割
合 

二 

特
定
重
要
設
備
の
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五
以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
す
る

者
の
名
称
又
は
氏
名
、
設
立
準
拠
法
国
等
又
は
国
籍
等
及
び
そ
の
保
有
す
る
議
決
権
の
数
の
当
該
供
給
者
の

総
株
主
等
の
議
決
権
の
数
に
占
め
る
割
合 

［
三
～
五 

略
］ 

［
三
～
五 

同
上
］ 

 

（
構
成
設
備
） 

第
十
二
条 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
二
号
ハ
の
特
定
重
要
設
備
の
一
部
を
構
成
す
る
設
備
、
機
器
、
装
置
又
は

プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
っ
て
特
定
妨
害
行
為
の
手
段
と
し
て
使
用
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
と
し
て
主
務
省
令
で

定
め
る
も
の
（
以
下
「
構
成
設
備
」
と
い
う
。
）
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
特
定
重
要
設
備
の
種
類
に
応
じ
、

当
該
各
号
に
定
め
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
構
成
設
備
） 

第
十
三
条 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
二
号
ハ
に
規
定
す
る
特
定
重
要
設
備
の
一
部
を
構
成
す
る
設
備
、
機
器
、

装
置
又
は
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
っ
て
特
定
妨
害
行
為
の
手
段
と
し
て
使
用
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
と
し
て
主

務
省
令
で
定
め
る
も
の
（
以
下
「
構
成
設
備
」
と
い
う
。
）
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
特
定
重
要
設
備
の
種
類

に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
も
の
と
す
る
。 

［
一
～
六 

略
］ 

［
一
～
六 

同
上
］ 

 

（
構
成
設
備
に
関
す
る
事
項
） 

第
十
三
条 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
二
号
ハ
の
構
成
設
備
に
関
す
る
事
項
と
し
て
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は

、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

 

（
構
成
設
備
に
関
す
る
事
項
） 

第
十
四
条 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
二
号
ハ
に
規
定
す
る
構
成
設
備
に
関
す
る
事
項
と
し
て
主
務
省
令
で
定
め

る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

［
一 

略
］ 

［
一 

同
上
］ 

二 

構
成
設
備
の
供
給
者
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
、
住
所
、
法
人
番
号
並
び
に
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人

で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
、
住
所
及
び
国
籍
等
） 

二 
構
成
設
備
の
供
給
者
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
、
住
所
並
び
に
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合

に
あ
っ
て
は
、
氏
名
、
住
所
及
び
国
籍
等
） 

三 

構
成
設
備
の
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五
以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
す
る
者
の

名
称
、
法
人
番
号
及
び
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
及
び
国
籍
等
）
並
び
に

そ
の
保
有
す
る
議
決
権
の
数
の
当
該
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
数
に
占
め
る
割
合 

三 

構
成
設
備
の
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五
以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
す
る
者
の

名
称
又
は
氏
名
、
設
立
準
拠
法
国
等
又
は
国
籍
等
及
び
そ
の
保
有
す
る
議
決
権
の
数
の
当
該
供
給
者
の
総
株

主
等
の
議
決
権
の
数
に
占
め
る
割
合 
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［
四
～
六 

略
］ 

［
四
～
六 

同
上
］ 

 

（
法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
三
号
ロ
の
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
） 

第
十
四
条 
法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
三
号
ロ
の
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

 

（
法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
三
号
ロ
の
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
） 

第
十
五
条 

［
同
上
］ 

一 

重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
の
相
手
方
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
、
住
所
、
法
人
番
号
並
び
に
設
立
準
拠

法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
、
住
所
及
び
国
籍
等
） 

一 

重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
の
相
手
方
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
、
住
所
並
び
に
設
立
準
拠
法
国
等
（
個

人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
、
住
所
及
び
国
籍
等
） 

二 

重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
の
相
手
方
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五
以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に

保
有
す
る
者
の
名
称
、
法
人
番
号
及
び
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
及
び
国

籍
等
）
並
び
に
そ
の
保
有
す
る
議
決
権
の
数
の
当
該
委
託
の
相
手
方
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
数
に
占
め
る

割
合 

二 

重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
の
相
手
方
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五
以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に

保
有
す
る
者
の
名
称
又
は
氏
名
、
設
立
準
拠
法
国
等
又
は
国
籍
等
及
び
そ
の
保
有
す
る
議
決
権
の
数
の
当
該

委
託
の
相
手
方
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
数
に
占
め
る
割
合 

［
三
・
四 

略
］ 

［
三
・
四 

同
上
］ 

 

（
法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
三
号
ハ
の
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
） 

第
十
五
条 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
三
号
ハ
の
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

 

（
法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
三
号
ハ
の
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
） 

第
十
六
条 

［
同
上
］ 

［
一
・
二 

略
］ 

［
一
・
二 

同
上
］ 

三 

再
委
託
の
相
手
方
等
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
、
住
所
、
法
人
番
号
並
び
に
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人

で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
、
住
所
及
び
国
籍
等
） 

三 

再
委
託
の
相
手
方
等
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
、
住
所
並
び
に
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合

に
あ
っ
て
は
、
氏
名
、
住
所
及
び
国
籍
等
） 

四 

再
委
託
の
相
手
方
等
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五
以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
す
る
者
の

名
称
、
法
人
番
号
及
び
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
及
び
国
籍
等
）
並
び
に

そ
の
保
有
す
る
議
決
権
の
数
の
当
該
再
委
託
の
相
手
方
等
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
数
に
占
め
る
割
合 

四 

再
委
託
の
相
手
方
等
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五
以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
す
る
者
の

名
称
又
は
氏
名
、
設
立
準
拠
法
国
等
又
は
国
籍
等
及
び
そ
の
保
有
す
る
議
決
権
の
数
の
当
該
再
委
託
の
相
手

方
等
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
数
に
占
め
る
割
合 

［
五
・
六 

略
］ 

［
五
・
六 

同
上
］ 

 

（
法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
四
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
） 

第
十
六
条 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
四
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

 

（
法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
四
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
） 

第
十
七
条 

［
同
上
］ 

一 

特
定
重
要
設
備
の
導
入
に
携
わ
る
者
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
事
項 

イ 

名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
、
住
所
、
法
人
番
号
並
び
に
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ

て
は
、
氏
名
、
住
所
及
び
国
籍
等
） 

ロ 

導
入
と
の
関
係 

［
新
設
］ 

二 

［
略
］ 

三 

［
略
］ 

一 

［
同
上
］ 

二 

［
同
上
］ 

 

（
導
入
等
計
画
書
の
届
出
等
の
例
外
） 

第
十
七
条 

特
定
社
会
基
盤
事
業
者
は
、
重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
の
相
手
方
又
は
再
委
託
の
相
手
方
等
が
他
の

事
業
者
に
再
委
託
し
て
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
場
合
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
の
要
件
に
も
該

当
す
る
と
き
は
、
法
第
五
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
届
け
出
る
導
入
等
計
画
書
（
同
条
第
八
項
の
規
定
に

よ
る
変
更
を
す
る
と
き
は
、
そ
の
変
更
を
加
え
た
も
の
）
に
そ
の
旨
を
記
載
す
る
と
と
も
に
、
該
当
す
る
こ
と

を
証
す
る
書
類
を
添
付
す
る
こ
と
に
よ
り
、
当
該
再
委
託
に
係
る
第
十
五
条
各
号
（
第
三
号
を
除
く
。
）
に
掲

 

（
導
入
等
計
画
書
の
届
出
の
例
外
） 

第
十
八
条 
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
は
、
重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
の
相
手
方
又
は
再
委
託
の
相
手
方
等
が
他
の

事
業
者
に
再
委
託
し
て
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
場
合
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
の
場
合
に
も
該

当
す
る
と
き
は
、
導
入
等
計
画
書
に
そ
の
旨
を
記
載
す
る
と
と
も
に
、
該
当
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
添
付

す
る
こ
と
に
よ
り
、
当
該
再
委
託
に
係
る
第
十
六
条
第
一
号
、
第
二
号
及
び
第
四
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
記
載
並
び
に
第
十
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 
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げ
る
事
項
の
記
載
及
び
第
九
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し

、
総
務
大
臣
が
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

一 

特
定
社
会
基
盤
事
業
者
が
、
当
該
再
委
託
に
係
る
第
十
五
条
第
一
号
及
び
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
把
握

す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ
と
。 

二 

特
定
社
会
基
盤
事
業
者
又
は
当
該
再
委
託
を
受
け
た
者
に
再
委
託
し
た
者
が
、
当
該
再
委
託
を
受
け
た
者

に
お
い
て
次
に
掲
げ
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ

と
。 

イ 

［
略
］ 

ロ 

当
該
再
委
託
を
受
け
た
者
が
、
再
委
託
さ
れ
た
重
要
維
持
管
理
等
に
係
る
業
務
に
従
事
す
る
職
員
に
よ

る
特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
に
関
す
る
記
録
の
保
管
の
た
め
の
手
順
及
び
そ
の
確
認
の
手
順
を

定
め
、
こ
れ
を
遵
守
さ
せ
る
こ
と
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
、
重
要
維
持
管
理
等
を
行
う
特
定
重
要
設
備
に

対
す
る
不
正
な
操
作
又
は
不
正
な
行
為
の
有
無
に
つ
い
て
定
期
に
又
は
随
時
に
監
査
す
る
た
め
の
措
置 

一 

特
定
社
会
基
盤
事
業
者
が
、
当
該
再
委
託
に
係
る
第
十
五
条
第
一
号
及
び
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
把
握

す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
て
い
る
と
き
。 

二 

特
定
社
会
基
盤
事
業
者
又
は
当
該
再
委
託
を
受
け
た
者
に
再
委
託
し
た
者
が
、
当
該
再
委
託
を
受
け
た
者

に
お
い
て
次
に
掲
げ
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
て
い
る
と

き
。 

イ 

［
同
上
］ 

ロ 

当
該
再
委
託
を
受
け
た
者
が
、
再
委
託
さ
れ
た
重
要
維
持
管
理
等
に
係
る
業
務
に
従
事
す
る
職
員
に
よ

る
特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
に
関
す
る
記
録
の
保
管
の
た
め
の
手
順
及
び
そ
の
確
認
の
手
順
を

定
め
、
こ
れ
を
遵
守
さ
せ
る
こ
と
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
、
重
要
維
持
管
理
等
を
行
う
特
定
重
要
設
備
に

対
す
る
不
正
な
操
作
又
は
不
正
な
行
為
の
有
無
を
、
定
期
に
又
は
随
時
に
、
監
査
す
る
こ
と
と
し
て
い
る

こ
と
。 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

一 

法
第
五
十
二
条
第
十
一
項
の
規
定
に
よ
り
届
け
出
る
緊
急
導
入
等
届
出
書
（
法
第
五
十
五
条
第
三
項
に
お

い
て
準
用
す
る
法
第
五
十
二
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
を
す
る
と
き
は
、
そ
の
変
更
を
加
え
た
も
の
） 

二 

法
第
五
十
四
条
第
一
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ

り
届
け
出
る
導
入
等
計
画
書
の
変
更
の
案 

三 

法
第
五
十
四
条
第
四
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ

り
報
告
す
る
導
入
等
計
画
書
の
変
更 

［
新
設
］ 

 

（
期
間
の
短
縮
に
関
す
る
通
知
） 

第
十
八
条 

総
務
大
臣
は
、
法
第
五
十
二
条
第
三
項
た
だ
し
書
及
び
第
五
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
五
十
四
条

第
二
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

。
）
の
規
定
に
よ
り
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
い
、
又
は
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
て
は
な
ら
な
い
期
間

を
短
縮
す
る
と
き
は
、
短
縮
の
期
間
を
記
載
し
た
通
知
書
を
法
第
五
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
届
け
出
る

導
入
等
計
画
書
の
届
出
を
し
た
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
に
交
付
す
る
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

 

（
期
間
の
短
縮
に
関
す
る
通
知
） 

第
十
九
条 

総
務
大
臣
は
、
法
第
五
十
二
条
第
三
項
た
だ
し
書
及
び
第
五
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
五
十
四
条

第
二
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

。
）
の
規
定
に
よ
り
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
い
、
又
は
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
て
は
な
ら
な
い
期
間

を
短
縮
す
る
と
き
は
、
短
縮
の
期
間
を
記
載
し
た
通
知
書
を
導
入
等
計
画
書
の
届
出
を
し
た
特
定
社
会
基
盤
事

業
者
に
交
付
す
る
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

 

（
期
間
の
延
長
に
関
す
る
通
知
） 

第
十
九
条 

総
務
大
臣
は
、
法
第
五
十
二
条
第
四
項
（
法
第
五
十
四
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

。
）
の
規
定
に
よ
り
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
い
、
又
は
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
て
は
な
ら
な
い
期
間

を
延
長
す
る
と
き
は
、
延
長
の
期
間
を
記
載
し
た
通
知
書
を
法
第
五
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
届
け
出
る

導
入
等
計
画
書
の
届
出
を
し
た
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
に
交
付
す
る
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

 

（
期
間
の
延
長
に
関
す
る
通
知
） 

第
二
十
条 

総
務
大
臣
は
、
法
第
五
十
二
条
第
四
項
（
法
第
五
十
四
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

。
）
の
規
定
に
よ
り
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
い
、
又
は
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
て
は
な
ら
な
い
期
間

を
延
長
す
る
と
き
は
、
延
長
の
期
間
を
記
載
し
た
通
知
書
を
導
入
等
計
画
書
の
届
出
を
し
た
特
定
社
会
基
盤
事

業
者
に
交
付
す
る
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

 

（
法
第
五
十
二
条
第
七
項
の
通
知
の
手
続
） 

第
二
十
条 

令
第
十
一
条
の
規
定
に
基
づ
く
通
知
は
、
様
式
第
六
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

 

（
法
第
五
十
二
条
第
七
項
の
通
知
の
手
続
） 

第
二
十
一
条 

令
第
十
一
条
の
規
定
に
基
づ
く
通
知
は
、
様
式
第
八
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

 

（
勧
告
に
係
る
変
更
を
加
え
た
導
入
等
計
画
書
等
の
届
出
） 

 

（
勧
告
に
係
る
変
更
を
加
え
た
導
入
等
計
画
書
の
届
出
） 



 

9頁 

第
二
十
一
条 

法
第
五
十
二
条
第
八
項
（
法
第
五
十
五
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定

に
よ
る
届
出
は
、
第
九
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
（
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類
を
除
き
、
有
効
期
間
又

は
有
効
期
限
の
あ
る
も
の
に
あ
っ
て
は
当
該
届
出
の
日
に
お
い
て
有
効
な
も
の
に
、
そ
の
他
の
も
の
に
あ
っ
て

は
当
該
届
出
の
日
前
六
月
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
を
添
付
し
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に

応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
様
式
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

 

一 

特
定
重
要
設
備
の
導
入
に
係
る
導
入
等
計
画
書 

様
式
第
四
㈠ 

二 

特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
に
係
る
導
入
等
計
画
書 

様
式
第
四
㈡ 

三 

特
定
重
要
設
備
の
導
入
に
係
る
緊
急
導
入
等
届
出
書 

様
式
第
五
㈠ 

四 

特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
に
係
る
緊
急
導
入
等
届
出
書 

様
式
第
五
㈡ 

第
二
十
二
条 

法
第
五
十
二
条
第
八
項
（
法
第
五
十
五
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定

に
よ
る
届
出
は
、
第
十
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
（
有
効
期
間
又
は
有
効
期
限
の
あ
る
も
の
に
あ
っ
て
は

当
該
届
出
の
日
に
お
い
て
有
効
な
も
の
に
、
そ
の
他
の
も
の
に
あ
っ
て
は
当
該
届
出
の
日
前
三
月
以
内
に
作
成

さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
を
添
付
し
て
、
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
六
㈠
に
よ

り
、
特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
六
㈡
に
よ
り
行
う
も
の
と
す

る
。 

 

［
新
設
］ 

２ 

前
項
の
書
類
の
う
ち
第
九
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
法
第
三
章
の
規
定
に
よ
り
既
に

総
務
大
臣
に
届
け
出
た
当
該
書
類
の
内
容
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
法
第
五
十
二
条
第
八
項
（
法
第
五
十
五
条

第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
届
け
出
る
導
入
等
計
画
書
又
は
緊
急
導
入
等
届

出
書
に
そ
の
旨
を
記
載
す
る
こ
と
に
よ
り
、
当
該
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
総
務

大
臣
が
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

［
新
設
］ 

 

（
勧
告
を
受
け
た
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
に
対
す
る
命
令
） 

第
二
十
二
条 

［
略
］ 

 

（
勧
告
を
受
け
た
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
に
対
す
る
命
令
） 

第
二
十
三
条 

［
同
上
］ 

 

（
重
要
な
変
更
の
届
出
） 

第
二
十
三
条 

法
第
五
十
四
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
重
要
な
変
更
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。 

［
一
・
二 

略
］ 

 

（
重
要
な
変
更
の
届
出
） 

第
二
十
四
条 

［
同
上
］ 

［
一
・
二 

同
上
］ 

三 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
二
号
ロ
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
も
の 

三 

［
同
上
］ 

イ 

特
定
重
要
設
備
の
供
給
者
の
住
所
又
は
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
住
所
又

は
国
籍
等
）
の
変
更
（
住
所
の
変
更
に
あ
っ
て
は
、
国
名
を
変
更
す
る
場
合
に
お
け
る
も
の
に
限
る
。
以

下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
） 

イ 

特
定
重
要
設
備
の
供
給
者
の
名
称
、
住
所
又
は
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、

氏
名
、
住
所
又
は
国
籍
等
）
の
変
更
（
住
所
の
変
更
に
あ
っ
て
は
、
国
名
を
変
更
す
る
場
合
に
お
け
る
も

の
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
） 

ロ 

第
十
一
条
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
（
工
場
又
は
事
業
場
の
所
在
す
る
国
名
を
変
更
す
る
場

合
に
お
け
る
も
の
に
限
る
。
） 

ロ 

第
十
二
条
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
（
工
場
又
は
事
業
場
の
所
在
す
る
国
名
を
変
更
す
る
場

合
に
お
け
る
も
の
に
限
る
。
） 

ハ 

特
定
重
要
設
備
の
供
給
者
の
追
加
に
伴
う
変
更 

［
新
設
］ 

四 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
二
号
ハ
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
も
の 
四 
［
同
上
］ 

イ 

第
十
三
条
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
（
構
成
設
備
の
減
少
に
係
る
変
更
を
除
く
。
） 

イ 
第
十
四
条
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更 

ロ 

構
成
設
備
の
供
給
者
の
住
所
又
は
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
住
所
又
は
国

籍
等
）
の
変
更 

ロ 

構
成
設
備
の
供
給
者
の
名
称
、
住
所
又
は
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
氏
名

、
住
所
又
は
国
籍
等
）
の
変
更 

ハ 

第
十
三
条
第
六
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
（
工
場
又
は
事
業
場
の
所
在
す
る
国
名
を
変
更
す
る
場

合
に
お
け
る
も
の
に
限
る
。
） 

ハ 

第
十
四
条
第
六
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
（
工
場
又
は
事
業
場
の
所
在
す
る
国
名
を
変
更
す
る
場

合
に
お
け
る
も
の
に
限
る
。
） 

ニ 

構
成
設
備
の
供
給
者
の
追
加
に
伴
う
変
更 

［
新
設
］ 



 

10頁 

五 
法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
三
号
イ
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
（
重
要
維
持
管
理
等
の
内
容
の
変
更
又
は

重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
期
間
を
延
長
す
る
も
の
に
限
る
。
） 

五 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
三
号
イ
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
（
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
期
間
を

短
縮
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

六 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
三
号
ロ
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
も
の 

イ 

重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
の
相
手
方
の
住
所
又
は
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は

、
住
所
又
は
国
籍
等
）
の
変
更
（
重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
を
行
っ
た
後
に
変
更
す
る
場
合
を
除
く
。
） 

ロ 

委
託
の
相
手
方
の
追
加
に
伴
う
変
更 

六 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
三
号
ロ
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
、
重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
の
相
手
方
の
名
称

、
住
所
又
は
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
、
住
所
又
は
国
籍
等
）
の
変
更
（

重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
を
行
っ
た
後
に
変
更
す
る
場
合
（
重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
の
相
手
方
の
名
称
（

個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
）
を
変
更
す
る
も
の
を
除
く
。
）
を
除
く
。
） 

七 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
三
号
ハ
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
も
の 

七 

［
同
上
］ 

イ 

第
十
五
条
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
（
重
要
維
持
管
理
等
の
内
容
の
変
更
又
は

重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
期
間
を
延
長
す
る
も
の
に
限
る
。
） 

イ 

第
十
六
条
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
（
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
期
間
を

短
縮
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

ロ 

再
委
託
の
相
手
方
等
の
住
所
又
は
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
住
所
又
は
国

籍
等
）
の
変
更
（
重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
を
行
っ
た
後
に
変
更
す
る
場
合
を
除
く
。
） 

ロ 

再
委
託
の
相
手
方
等
の
名
称
、
住
所
又
は
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
氏
名

、
住
所
又
は
国
籍
等
）
の
変
更
（
重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
を
行
っ
た
後
に
変
更
す
る
場
合
（
再
委
託
の

相
手
方
等
の
名
称
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
）
を
変
更
す
る
も
の
を
除
く
。
）
を
除
く
。

） 

ハ 

再
委
託
の
相
手
方
等
の
追
加
に
伴
う
変
更 

［
新
設
］ 

八 

第
十
六
条
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
も
の 

イ 

導
入
に
携
わ
る
者
の
住
所
又
は
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
住
所
又
は
国
籍

等
）
の
変
更 

ロ 

第
十
六
条
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更 

ハ 

導
入
に
携
わ
る
者
の
追
加
に
伴
う
変
更 

八 

第
十
七
条
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更 

九 

第
十
六
条
第
二
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更 

［
新
設
］ 

十 

第
十
七
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更 

［
新
設
］ 

２ 

法
第
五
十
四
条
第
一
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
及
び
第
五
項

に
お
い
て
同
じ
。
）
の
規
定
に
よ
る
導
入
等
計
画
書
の
変
更
の
案
の
届
出
は
、
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
う

場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
七
㈠
に
よ
る
も
の
と
し
、
特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
場
合
に

あ
っ
て
は
様
式
第
七
㈡
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

法
第
五
十
四
条
第
一
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
及
び
第
四
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
の
導
入
等
計
画
書
の
変
更
の
案
は
、
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
九
㈠
に

よ
る
も
の
と
し
、
特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
九
㈡
に
よ
る
も

の
と
す
る
。 

３ 

法
第
五
十
四
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
第
九
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
（
同
項
第
三

号
に
掲
げ
る
書
類
を
除
き
、
有
効
期
間
又
は
有
効
期
限
の
あ
る
も
の
に
あ
っ
て
は
法
第
五
十
四
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
る
届
出
の
日
に
お
い
て
有
効
な
も
の
に
、
そ
の
他
の
も
の
に
あ
っ
て
は
当
該
届
出
の
日
前
六
月
以
内
に

作
成
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
と
す
る
。
た
だ
し
、
供
給
者
等
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
、
住
所
並
び
に
設

立
準
拠
法
国
等
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
第
九
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
書
類
の
添
付
を
、
供
給
者
等
の
役

員
の
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
国
籍
等
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
同
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
の
添
付
を
省
略
す

る
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

法
第
五
十
四
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
第
十
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
（
有
効
期
間

又
は
有
効
期
限
の
あ
る
も
の
に
あ
っ
て
は
法
第
五
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
日
に
お
い
て
有
効
な

も
の
に
、
そ
の
他
の
も
の
に
あ
っ
て
は
当
該
届
出
の
日
前
三
月
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
と
す
る

。
た
だ
し
、
供
給
者
等
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
、
住
所
並
び
に
設
立
準
拠
法
国
等
に
変
更
が
な
い
と
き
は

、
第
十
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
書
類
の
添
付
を
、
供
給
者
等
の
役
員
の
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
国
籍
等
に

変
更
が
な
い
と
き
は
、
同
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

４ 

前
項
の
書
類
の
う
ち
第
九
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
前
項
に
規
定
す
る
場
合
の
ほ
か

、
法
第
三
章
の
規
定
に
よ
り
既
に
総
務
大
臣
に
届
け
出
た
当
該
書
類
の
内
容
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
法
第
五

［
新
設
］ 
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十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
届
け
出
る
導
入
等
計
画
書
の
変
更
の
案
に
そ
の
旨
を
記
載
す
る
こ
と
に
よ
り
、

当
該
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
総
務
大
臣
が
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は

、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

５ 

法
第
五
十
四
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
主
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
特
定
社
会
基
盤
役
務
の
提
供
に
支
障
が

生
じ
、
又
は
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
（
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
が
、
同
項
本
文
の
規
定
の
適
用
を
免
れ
る

目
的
で
特
定
社
会
基
盤
役
務
の
安
定
的
な
提
供
に
支
障
が
生
ず
る
お
そ
れ
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
を
除
く
。
）
で

あ
っ
て
、
法
第
五
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
届
け
出
た
導
入
等
計
画
書
（
同
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
る
変

更
を
す
る
と
き
は
、
そ
の
変
更
を
加
え
た
も
の
。
以
下
こ
の
条
及
び
第
二
十
五
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
変
更

し
て
他
の
事
業
者
か
ら
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
緊
急
に
行
い
、
又
は
他
の
事
業
者
に
委
託
し
て
特
定
重
要
設

備
の
重
要
維
持
管
理
等
を
緊
急
に
行
わ
せ
る
こ
と
が
そ
の
支
障
の
除
去
又
は
発
生
の
防
止
の
た
め
に
必
要
で
あ

り
、
か
つ
、
ほ
か
に
適
当
な
方
法
が
な
い
場
合
と
す
る
。 

４ 

法
第
五
十
四
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
主
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
特
定
社
会
基
盤
役
務
の
提
供
に
支
障
が

生
じ
、
又
は
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
（
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
が
、
同
項
本
文
の
規
定
の
適
用
を
免
れ
る

目
的
で
特
定
社
会
基
盤
役
務
の
安
定
的
な
提
供
に
支
障
が
生
ず
る
お
そ
れ
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
を
除
く
。
）
で

あ
っ
て
、
導
入
等
計
画
書
を
変
更
し
て
他
の
事
業
者
か
ら
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
緊
急
に
行
い
、
又
は
他
の

事
業
者
に
委
託
し
て
特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
を
緊
急
に
行
わ
せ
る
こ
と
が
そ
の
支
障
の
除
去
又
は

発
生
の
防
止
の
た
め
に
必
要
で
あ
り
、
か
つ
、
ほ
か
に
適
当
な
方
法
が
な
い
場
合
と
す
る
。 

６ 

法
第
五
十
四
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
五
十
二
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
第
九
条
第
二

項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
（
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類
を
除
き
、
有
効
期
間
又
は
有
効
期
限
の
あ
る
も
の
に
あ

っ
て
は
当
該
届
出
の
日
に
お
い
て
有
効
な
も
の
に
、
そ
の
他
の
も
の
に
あ
っ
て
は
当
該
届
出
の
日
前
六
月
以
内

に
作
成
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
を
添
付
し
て
、
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
う
場
合
の
導
入
等
計
画
書
の
変

更
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
七
㈠
に
よ
り
、
特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
場
合
の

導
入
等
計
画
書
の
変
更
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
七
㈡
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
供
給
者

等
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
、
住
所
並
び
に
設
立
準
拠
法
国
等
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
同
項
第
一
号
に
掲

げ
る
書
類
の
添
付
を
、
供
給
者
等
の
役
員
の
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
国
籍
等
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
同
項
第

二
号
に
掲
げ
る
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

５ 

法
第
五
十
四
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
五
十
二
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
第
十
条
第
二

項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
（
有
効
期
間
又
は
有
効
期
限
の
あ
る
も
の
に
あ
っ
て
は
当
該
届
出
の
日
に
お
い
て
有
効

な
も
の
に
、
そ
の
他
の
も
の
に
あ
っ
て
は
当
該
届
出
の
日
前
三
月
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
を
添

付
し
て
、
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
う
場
合
の
導
入
等
計
画
書
の
変
更
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
九

㈠
に
よ
り
、
特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
場
合
の
導
入
等
計
画
書
の
変
更
を
す
る
場
合
に

あ
っ
て
は
様
式
第
九
㈡
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
供
給
者
等
の
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
、
住
所

並
び
に
設
立
準
拠
法
国
等
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
同
項
第
一
号
に
掲
げ
る
書
類
の
添
付
を
、
供
給
者
等
の
役

員
の
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
国
籍
等
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
同
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
の
添
付
を
省
略
す

る
こ
と
が
で
き
る
。 

７ 

前
項
の
書
類
の
う
ち
第
九
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
前
項
に
規
定
す
る
場
合
の
ほ
か

、
法
第
三
章
の
規
定
に
よ
り
既
に
総
務
大
臣
に
届
け
出
た
当
該
書
類
の
内
容
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
法
第
五

十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
届
け
出
る
導
入
等
計
画
書
の
変
更
の
案
に
そ
の
旨
を
記
載
す
る
こ
と
に
よ
り
、

当
該
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
総
務
大
臣
が
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は

、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

［
新
設
］ 

８ 

法
第
五
十
四
条
第
三
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
特

定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
う
場
合
の
導
入
等
計
画
書
の
変
更
を
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
八
㈠
に
よ
り
、

特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
場
合
の
導
入
等
計
画
書
の
変
更
を
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
様

式
第
八
㈡
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

６ 

法
第
五
十
四
条
第
三
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
特

定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
う
場
合
の
導
入
等
計
画
書
の
変
更
を
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
十
㈠
に
よ
り
、

特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
場
合
の
導
入
等
計
画
書
の
変
更
を
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
様

式
第
十
㈡
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

 

（
軽
微
な
変
更
） 

第
二
十
四
条 

法
第
五
十
四
条
第
四
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
変
更
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。 

 

（
軽
微
な
変
更
） 

第
二
十
五
条 
［
同
上
］ 

一 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
二
号
ロ
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
も
の 

一 

［
同
上
］ 

イ 

［
略
］ 

イ 

［
同
上
］ 

ロ 

第
十
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
、
特
定
重
要
設
備
の
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分

ロ 

第
十
二
条
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
、
特
定
重
要
設
備
の
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
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の
五
以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
す
る
者
の
当
該
議
決
権
の
数
の
当
該
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議

決
権
の
数
に
占
め
る
割
合
の
変
更
（
次
に
掲
げ
る
場
合
に
お
け
る
も
の
を
除
く
。
） 

の
五
以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
す
る
者
の
当
該
議
決
権
の
数
の
当
該
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議

決
権
の
数
に
占
め
る
割
合
の
変
更
（
次
に
掲
げ
る
場
合
に
お
け
る
も
の
を
除
く
。
） 

［
⑴
～
⑶ 

略
］ 

［
⑴
～
⑶ 

同
上
］ 

ハ 

第
十
一
条
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
（
前
条
第
一
項
第
三
号
ロ
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。

） 

ハ 

第
十
二
条
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
（
前
条
第
一
項
第
三
号
ロ
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。

） 

二 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
二
号
ハ
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
も
の 

二 

［
同
上
］ 

イ 

［
略
］ 

イ 

［
同
上
］ 

ロ 

第
十
三
条
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
、
構
成
設
備
の
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五

以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
す
る
者
の
当
該
議
決
権
の
数
の
当
該
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権

の
数
に
占
め
る
割
合
の
変
更
（
次
に
掲
げ
る
場
合
に
お
け
る
も
の
を
除
く
。
） 

ロ 

第
十
四
条
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
、
構
成
設
備
の
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五

以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
す
る
者
の
当
該
議
決
権
の
数
の
当
該
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権

の
数
に
占
め
る
割
合
の
変
更
（
次
に
掲
げ
る
場
合
に
お
け
る
も
の
を
除
く
。
） 

［
⑴
～
⑶ 

略
］ 

［
⑴
～
⑶ 

同
上
］ 

ハ 

第
十
三
条
第
六
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
（
前
条
第
一
項
第
四
号
ハ
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。

） 

ハ 

第
十
四
条
第
六
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
（
前
条
第
一
項
第
四
号
ハ
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。

） 

三 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
三
号
ロ
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
も
の 

三 

［
同
上
］ 

イ 

［
略
］ 

イ 

［
同
上
］ 

ロ 

第
十
四
条
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
、
重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
の
相
手
方
の
総
株
主
等
の
議
決

権
の
百
分
の
五
以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
す
る
者
の
当
該
議
決
権
の
数
の
当
該
委
託
の
相
手
方

の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
数
に
占
め
る
割
合
の
変
更
（
次
に
掲
げ
る
場
合
に
お
け
る
も
の
を
除
く
。
） 

ロ 

第
十
五
条
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
、
重
要
維
持
管
理
等
の
委
託
の
相
手
方
の
総
株
主
等
の
議
決

権
の
百
分
の
五
以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
す
る
者
の
当
該
議
決
権
の
数
の
当
該
委
託
の
相
手
方

の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
数
に
占
め
る
割
合
の
変
更
（
次
に
掲
げ
る
場
合
に
お
け
る
も
の
を
除
く
。
） 

［
⑴
～
⑶ 

略
］ 

［
⑴
～
⑶ 

同
上
］ 

四 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
三
号
ハ
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
も
の 

四 

［
同
上
］ 

イ 

［
略
］ 

イ 

［
同
上
］ 

ロ 

第
十
五
条
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
、
再
委
託
の
相
手
方
等
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五

以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
す
る
者
の
当
該
議
決
権
の
数
の
当
該
再
委
託
の
相
手
方
の
総
株
主
等

の
議
決
権
の
数
に
占
め
る
割
合
の
変
更
（
次
に
掲
げ
る
場
合
に
お
け
る
も
の
を
除
く
。
） 

ロ 

第
十
六
条
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
、
再
委
託
の
相
手
方
等
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五

以
上
の
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
す
る
者
の
当
該
議
決
権
の
数
の
当
該
再
委
託
の
相
手
方
の
総
株
主
等

の
議
決
権
の
数
に
占
め
る
割
合
の
変
更
（
次
に
掲
げ
る
場
合
に
お
け
る
も
の
を
除
く
。
） 

［
⑴
～
⑶ 

略
］ 

［
⑴
～
⑶ 

同
上
］ 

五 

第
十
六
条
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
変
更
の
う
ち
導
入
に
携
わ
る
者
の
住
所
の
変
更 
［
新
設
］ 

 

（
変
更
の
報
告
） 

第
二
十
五
条 

法
第
五
十
四
条
第
四
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ

の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
規
定
に
よ
る
報
告
（
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
に
係
る
事
項
の
報
告
を
除
く
。

以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
第
九
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
（
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類
を

除
き
、
有
効
期
間
又
は
有
効
期
限
の
あ
る
も
の
に
あ
っ
て
は
法
第
五
十
四
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
日

に
お
い
て
有
効
な
も
の
に
、
そ
の
他
の
も
の
に
あ
っ
て
は
当
該
報
告
の
日
前
六
月
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
に

限
る
。
）
を
添
付
し
て
、
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行
う
場
合
の
導
入
等
計
画
書
の
変
更
を
し
た
場
合
に
あ
っ

 
（
変
更
の
報
告
） 

第
二
十
六
条 

法
第
五
十
四
条
第
四
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
同
じ
。
）
の
規
定
に
よ
る
報
告
（
次
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
に
係
る
事
項
の
報
告
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に

お
い
て
同
じ
。
）
は
、
第
十
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
（
有
効
期
間
又
は
有
効
期
限
の
あ
る
も
の
に
あ
っ

て
は
法
第
五
十
四
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
日
に
お
い
て
有
効
な
も
の
に
、
そ
の
他
の
も
の
に
あ
っ
て

は
当
該
報
告
の
日
前
三
月
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
を
添
付
し
て
、
特
定
重
要
設
備
の
導
入
を
行

う
場
合
の
導
入
等
計
画
書
の
変
更
を
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
十
一
㈠
に
よ
り
、
特
定
重
要
設
備
の
重
要
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て
は
様
式
第
九
㈠
に
よ
り
、
特
定
重
要
設
備
の
重
要
維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
場
合
の
導
入
等
計
画
書
の
変
更

を
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
九
㈡
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
供
給
者
等
の
代
表
者
の
氏
名
、

住
所
、
法
人
番
号
及
び
設
立
準
拠
法
国
等
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
第
九
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
書
類
の

添
付
を
、
供
給
者
等
の
役
員
の
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
国
籍
等
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
同
項
第
二
号
に
掲
げ

る
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

維
持
管
理
等
を
行
わ
せ
る
場
合
の
導
入
等
計
画
書
の
変
更
を
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
様
式
第
十
一
㈡
に
よ
り
行

う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
供
給
者
等
の
代
表
者
の
氏
名
、
住
所
及
び
設
立
準
拠
法
国
等
に
変
更
が
な
い
と
き

は
、
第
十
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
書
類
の
添
付
を
、
供
給
者
等
の
役
員
の
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
国
籍
等

に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
同
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

前
項
の
書
類
の
う
ち
第
九
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
前
項
に
規
定
す
る
場
合
の
ほ
か

、
法
第
三
章
の
規
定
に
よ
り
既
に
総
務
大
臣
に
報
告
し
た
当
該
書
類
の
内
容
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
法
第
五

十
四
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
報
告
す
る
導
入
等
計
画
書
の
変
更
の
報
告
書
に
そ
の
旨
を
記
載
す
る
こ
と
に
よ

り
、
当
該
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
総
務
大
臣
が
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と

き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

２ 

法
第
五
十
四
条
第
四
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
変
更
は
、
構
成
設
備
の
種
類
、
名
称
又
は
機
能
の
変
更
と
す

る
。 

 

３ 

法
第
五
十
四
条
第
四
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
変
更
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。 

一 

構
成
設
備
の
種
類
、
名
称
又
は
機
能
の
変
更 

二 

構
成
設
備
の
供
給
者
の
名
称
、
住
所
、
法
人
番
号
又
は
設
立
準
拠
法
国
等
（
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て

は
、
氏
名
、
住
所
又
は
国
籍
等
）
の
変
更
（
前
号
に
掲
げ
る
変
更
に
伴
う
も
の
に
限
る
。
） 

［
新
設
］ 

４ 

前
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
報
告
は
、
様
式
第
十
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

３ 

前
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
報
告
は
、
様
式
第
十
二
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

 

（
立
入
検
査
の
証
明
書
） 

第
二
十
六
条 

法
第
五
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
立
入
検
査
を
す
る
職
員
の
身
分
を
示
す
証
明
書
は
、
様
式

第
十
一
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
立
入
検
査
の
証
明
書
） 

第
二
十
七
条 

法
第
五
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
立
入
検
査
を
す
る
職
員
の
身
分
を
示
す
証
明
書
は
、
様
式

第
六
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
総
務
大
臣
へ
の
報
告
） 

第
二
十
七
条 

電
気
通
信
事
業
者
は
、
第
二
条
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
者
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
は
、

様
式
第
十
二
に
よ
り
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
総
務
大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
同
号
ロ
に
掲
げ
る

者
に
該
当
し
な
く
な
っ
た
場
合
も
、
同
様
と
す
る
。 

２ 

メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
電
気
通
信
事
業
者
で
あ
っ
て
、
当
該
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
を
国
等
の

メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
事
務
の
用
に
供
す
る
も
の
は
、
毎
年
度
経
過
後
一
月
以
内
に
、
当
該
年
度
に
お
け
る
一

月
当
た
り
の
当
該
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
受
け
た
利
用
者
の
数
の
平
均
が
次
に
掲
げ
る
区
分
（
以
下

こ
の
項
に
お
い
て
単
に
「
区
分
」
と
い
う
。
）
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
は
、
様
式
第
十
三
に
よ
り
、
そ

の
該
当
す
る
区
分
を
総
務
大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
年
度
に
お
け
る
当
該
利
用
者

の
数
の
平
均
の
該
当
す
る
区
分
が
、
当
該
メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
こ
の
項
の
規
定
に
よ
り
し
た
報
告

の
う
ち
直
近
の
報
告
に
係
る
区
分
と
同
一
で
あ
る
場
合
に
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

一 

五
千
万
以
上
六
千
万
未
満 

二 

六
千
万
以
上 

 

［
新
設
］ 
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様式第一（第三条関係） 

 

第   号 

 

指 定 通 知 書 

 

 

年  月  日  

 

        殿 

 

総務大臣  

（公印省略） 

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第50条第１項の主務

省令で定める基準に該当する者であることから、同項の規定により特定社会基盤事業者として指

定したので、同条第２項の規定により、下記のとおり通知する。 

なお、この処分について不服があるときには、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して３月以内に総務大臣に対して行政不服審査法（平成26年法律第68号）に基づく審査請求を

することができる。 

また、この処分について訴訟により取消しを求めるときには、この処分があったことを知った

日から６月以内に国を被告として行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）に基づく処分の取消

しの訴えを提起することができる。 

 

 

［略］ 

 

［表略］ 

様式第一（第三条関係） 

 

第   号 

 

指 定 通 知 書 

 

 

年  月  日  

 

        殿 

 

総務大臣  

（公印省略） 

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第50条第１項の主務

省令で定める基準に該当する者であることから、同項の規定により特定社会基盤事業者として指

定したので、同条第２項の規定により、下記のとおり通知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

［同左］ 

 

［表同左］ 

  

［削る］ 様式第四（第七条第一項関係） 

 

報告書 
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年  月  日 

 

総務大臣 殿 

 

登録番号／届出番号           

住 所           

名 称           

代 表 者 の 氏 名           

 

 

総務省関係経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律施行規則

第２条第１号ロに掲げる者に（該当することとなった／該当しなくなった）ため、第７条第１項

の規定により、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

第２条第１号ロに掲げる者

に（該当することとなった

／該当しなくなった）年月

日 

 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 

［削る］ 様式第五（第七条第二項関係） 

 

報告書 
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年  月  日 

 

総務大臣 殿 

 

 

登録番号／届出番号           

住 所           

名 称           

代 表 者 の 氏 名           

 

 

   年度 （自  年４月１日  至  年３月31日） 

 

標記の年度が終了したので、総務省関係経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保

の推進に関する法律施行規則第７条第２項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

標記の年度における１月当たりのメッ

セージサービスの提供を受けた利用者の

数の平均の該当する区分 

□５千万以上６千万未満 

□６千万以上 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 



 

17
頁
 

 

様式第四（一）（第九条第一項、第二十一条第一項関係） 

 

 

整理番号          

 

 

導入等計画書（特定重要設備の導入を行う場合） 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第52条第１項の規定

により、特定重要設備の導入を行うので、次のとおり届け出ます。 

 

１．特定重要設備の概要 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．この様式において「特定社会基盤事業者」とは、この導入等計画書を届け出る特定社会基

盤事業者をいう。 

２．［略］ 

３．［略］ 

４．［略］ 

５．「特定重要設備を設置する場所」及び「特定重要設備を使用する場所」の欄には、特定重

要設備の全部又は一部が設置され又は使用されている全ての場所について、原則として、そ

れぞれの場所に所在する都道府県名までを記載することとし、国外に所在する場合には、こ

れらに相当するものを記載すること。ただし、特定重要設備の全部又は一部がクラウドサー

ビスである場合には、都道府県名の記載に代えて、当該クラウドサービスのリージョンを記

載することができる。 

様式第六（一）（第十条第一項及び第二十二条関係） 

 

 

 

 

 

導入等計画書（特定重要設備の導入を行う場合） 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

 

［同左］ 

 

 

１．特定重要設備の概要 

［表同左］ 

（記載上の注意） 

［新設］ 

 

１．［同左］ 

２．［同左］ 

３．［同左］ 

４．「特定重要設備を設置する場所」及び「特定重要設備を使用する場所」の欄には、それぞ

れの場所に所在する少なくとも都道府県名までを記載することとし、国外に所在する場合

は、これらに相当するものを記載すること。 
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６．５．のうち、特定重要設備の全部又は構成設備がクラウドサービスである場合には、「特

定重要設備を設置する場所」の欄に、その所在地と併せて当該クラウドサービスを提供する

事業者名を記載すること。 

７．５．のうち、構成設備（クラウドサービスである場合を除く。）をデータセンターに設置

する場合には、「特定重要設備を設置する場所」の欄に、その所在地と併せて当該データセ

ンターを提供する事業者名を記載すること。 

 

２．特定重要設備の導入の内容及び時期 

内容 

 

［略］  

（記載上の注意） 

１．「内容」の欄には、導入の目的を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

［削る］ 

 

［削る］ 

 

 

［新設］ 

 

 

［新設］ 

 

 

 

２．特定重要設備の導入の内容及び時期 

内容 

導入の目的  

導入に携

わる者に

関する事

項 

名称及び代表者の氏

名 
 

住所  

設立準拠法国等  

導入との関係  

［同左］ 
 

（記載上の注意） 

１．「導入に携わる者に関する事項」の欄には、特定重要設備の供給者から、当該特定重要設

備を特定社会基盤事業者が導入するまでに経由する者のうち、次の（１）又は（２）に該当

する者に関する情報を記載すること。 

（１）特定社会基盤事業者と特定重要設備の供給者との間に介在し、特定重要設備の供給網の

管理その他の特定重要設備の導入に当たって重要な役割を有する者 

（２）特定重要設備についてサイバーセキュリティに関する対策の実施状況の確認等の妨害行

為の防止に関する実施状況の確認を実施する者であって、当該特定重要設備の機能に変更を

及ぼし得る者 

２．個人である場合にあっては、「名称及び代表者の氏名」の欄には氏名を記載すること（以

下この様式において同じ。）。 

３．「設立準拠法国等」の欄にはその設立に当たって準拠した法令を制定した国又は地域の名

称を記載すること（個人である場合にあっては国籍等を記載すること。以下この様式におい

て同じ。）。 
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［削る］ 

 

 

 

［削る］ 

 

２．「時期」の欄には、特定重要設備を導入するために必要な一連の行為が完了し、役務の提

供の用に供する時点を記載すること。具体的な時点が未定である場合には、予定年月を記載

した上で、「（予定）」と併せて記載すること。 

 

３．導入に携わる者に関する事項 

名称  

代表者の氏名  

住所  

法人番号  

設立準拠法国等  

導入との関係  

（記載上の注意） 

１．この様式において「導入に携わる者」とは、特定社会基盤事業者が特定重要設備の供給者

から当該特定重要設備を導入するまでに経由する者のうち、次の（１）又は（２）に該当す

る者をいう。 

（１） 特定社会基盤事業者と特定重要設備の供給者との間に介在し、特定重要設備の供給網

の管理その他の特定重要設備の導入に当たって重要な役割を有する者 

（２） 特定重要設備についてサイバーセキュリティに関する対策の実施状況の確認等の妨害

行為の防止に関する実施状況の確認を実施する者であって、当該特定重要設備の機能に変更

を及ぼし得る者 

２．「名称」の欄には、個人である場合には、氏名を記載すること。この場合には、「代表者

の氏名」の欄は、空欄とすること（以下この様式において同じ。）。 

３．「法人番号」の欄は、個人又は国税庁長官から法人番号の指定を受けていない法人の場合

には、空欄とすること（以下この様式において同じ。）。 

４．「設立準拠法国等」の欄には、その設立に当たって準拠した法令を制定した国又は地域の

名称（個人である場合には、国籍等。以下この様式において同じ。）を記載すること。 

４．個人である場合にあっては、「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、当該個人が総務

大臣に直接に提出することができる。このとき、当該個人は、特定社会基盤事業者に対し、

あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする（以下この様式において

同じ。）。 

５．「導入との関係」の欄には、１．の（１）又は（２）のいずれに該当するかを記載した上

で、導入に携わる者が行う行為を具体的に記載すること。 

６．「時期」の欄には、特定重要設備を導入するために必要な一連の行為が完了し、役務の提

供の用に供する時点を記載すること。具体的な時点が未定である場合には予定年月を記載し

た上で、「（予定）」と併せて記載すること。 

 

［新設］ 
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５．「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、個人である場合には、当該個人が総務大臣に

直接に提出することができる。このとき、当該個人は、特定社会基盤事業者に対し、あらか

じめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

６．「導入との関係」の欄には、１．（１）又は（２）のいずれに該当するかを記載した上

で、導入に携わる者が行う行為を具体的に記載すること。 

４．特定重要設備の供給者に関する事項 

（１）特定重要設備の供給者 

名称 
 

代表者の氏名  

住所  

法人番号  

［略］  

（記載上の注意） 

１．特定社会基盤事業者が特定重要設備の供給者である場合には、代表者の氏名、住所、法人

番号及び設立準拠法国等の記載を省略することができる。 

２．「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、個人である場合には、当該個人が総務大臣に

直接に提出することができる。このとき、当該個人は、特定社会基盤事業者に対し、あらか

じめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

 

（２）特定重要設備の供給者の総株主等の議決権の５％以上を直接に保有する者 

 名称 法人番号 設立準拠法国等 議決権保有割

合（％） 

確認した年月

日 

① 
     

② 
     

 

 

 

 

 

３．特定重要設備の供給者に関する事項 

（１）特定重要設備の供給者 

名称及び代表者の

氏名 

 

住所 

 

［同左］  

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

（２）特定重要設備の供給者の総株主等の議決権の５％以上を直接に保有する者 

 名称又は氏名 設立準拠法国等又は国籍等 議決権保有割合（％） 

（確認した年月日） 

① 
   

② 
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③ 
     

④ 
     

⑤ 
     

⑥ 
     

⑦ 
     

⑧ 
     

（記載上の注意） 

１．特定社会基盤事業者が特定重要設備の供給者である場合には、本項の記載を省略すること

ができる。 

２．議決権保有割合は、届出の日前６月以内の日における総株主等の議決権の数に占める割合

を、小数点以下第３位を四捨五入して記載すること（以下この様式において同じ。）。 

［削る］ 

 

 

３．「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、個人である場合には、特定重要設備の供給者

が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該供給者は、特定社会基盤事業者

に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

 

（３）特定重要設備の供給者の役員 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．特定社会基盤事業者又は経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関

する法律施行令（以下この様式において「令」という。）第10条第１項各号に掲げる者が特

定重要設備の供給者である場合には、本項の記載を省略することができる。 

２．「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報並びに当該情報に係る第９条第２項第２

号に掲げる書類は、特定重要設備の供給者が総務大臣に直接に提出することができる。この

とき、当該供給者は、特定社会基盤事業者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出する

ことを報告することとする。 

③ 
   

④ 
   

⑤ 
   

⑥ 
   

⑦ 
   

⑧ 
   

（記載上の注意） 

［新設］ 

 

１．議決権保有割合は、届出の日前２月以内の日における総株主等の議決権の数に占める割合

を、小数点以下第３位を四捨五入して記載すること（以下この様式において同じ。）。 

２．「設立準拠法国等又は国籍等」の欄は、議決権を保有する者が法人である場合には当該法

人の設立準拠法国等を、個人である場合には当該個人の国籍等を記載すること（以下この様

式において同じ。）。 

３．「設立準拠法国等又は国籍等」の欄に記載する情報は、特定重要設備の供給者が総務大臣

に直接に提出することができる。このとき、当該供給者は、特定社会基盤事業者に対し、あ

らかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

 

（３）特定重要設備の供給者の役員 

［表同左］ 

（記載上の注意） 

「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報及び当該情報に係る第10条第２項第２号に

掲げる書類は、特定重要設備の供給者が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、

当該供給者は、特定社会基盤事業者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報

告することとする。 
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（４）特定重要設備の供給者における外国政府等との取引に係る売上高の割合 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．特定社会基盤事業者又は令第10条第１項各号に掲げる者が特定重要設備の供給者である場

合には、本項の記載を省略することができる。 

２．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか１の事業年度に

おける特定重要設備の供給者の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属する外国政府等

との取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合には「該当あり」

に印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けること。 

３．［略］ 

 

（５）［略］ 

 

５．構成設備に関する事項 

（
１
）

［
略
］ 

［略］ 
 

［略］ 
 

［略］ 
 

（
２
）
供
給
者 

名称 
 

代表者の氏名 
 

住所 
 

法人番号 
 

［略］ 
 

 

（４）特定重要設備の供給者における外国政府等との取引に係る売上高の割合 

［表同左］ 

（記載上の注意） 

［新設］ 

 

１．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか一の事業年度に

おける特定重要設備の供給者の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属する外国政府等

との取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合は「該当あり」に

印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けること。 

２．［同左］ 

 

（５）［同左］ 

 

４．構成設備に関する事項 

（
１
）

［
同

左
］ 

［同左］ 
 

［同左］ 
 

［同左］ 
 

（
２
）
供
給
者 

名称及び 

代表者の氏名 

 

住所 
 

［同左］ 
 

      



 

23
頁
 

（
３
）
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
５
％
以
上
を
直
接
に
保
有
す
る
者 

 

 
名称 法人番号 設立準拠法

国等 

議決権保有割

合（％） 

確認した年月

日 

① 
     

② 
     

③ 
     

④ 
     

⑤ 
     

⑥ 
     

⑦ 
     

⑧ 
     

 

（
４
）
［
略
］ 

 

 ［略］ ［略］ ［略］ 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    

 

（
３
）
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
５
％
以
上
を
直
接
に
保
有
す
る
者 

 

 
名称又は氏名 設立準拠法国等又は 

国籍等 

議決権保有割合（％） 

（確認した年月日） 

① 
   

② 
   

③ 
   

④ 
   

⑤ 
   

⑥ 
   

⑦ 
   

⑧ 
   

 

（
４
）
［
同
左
］ 

 

 ［同左］ ［同左］ ［同左］ 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    
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（
５
）
［
略
］ 

 

［略］ 

［略］ ［略］ ［略］ 

   

   

 

（
６
）
［
略
］ 

 

［略］  

［略］ 

□ 

 

（記載上の注意） 

１．「構成設備の種類」の欄には、第12条において定める構成設備のうち、該当するものを記

載すること。 

２．［略］ 

３．［略］ 

４．構成設備がＩＳＭＡＰの登録を受けているクラウドサービスである場合には、「構成設備

の名称」の欄に利用する当該クラウドサービスの名称を、「構成設備の機能」の欄に利用す

る当該クラウドサービスが担う機能を、それぞれ記載すること。 

５．構成設備がＩＳＭＡＰの登録を受けているクラウドサービスである場合には、（３）から

（６）までの項の記載及び当該構成設備の一部を構成する構成設備に関する記載を省略する

ことができる。 

（
５
）
［
同
左
］ 

 

［同左］ 

［同左］ ［同左］ ［同左］ 

   

   

 

（
６
）
［
同
左
］ 

 

［同左］  

［同左］ 

□ 

 

（記載上の注意） 

１．「構成設備の種類」の欄には、第13条において定める構成設備のうち、該当するものを記

載すること。 

２．［同左］ 

３．［同左］  

４．構成設備がＩＳＭＡＰの登録を受けているクラウドサービスである場合は、「構成設備の

名称」の欄に利用するクラウドサービスの名称を、「構成設備の機能」の欄に利用するクラ

ウドサービスが担う機能を、それぞれ記載すること。 

５．構成設備がＩＳＭＡＰの登録を受けているクラウドサービスである場合は、（３）から

（６）までの項の記載及び当該構成設備の一部を構成する構成設備に関する記載を省略する

ことができる。 
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６．特定社会基盤事業者が構成設備の供給者である場合には、（２）のうち代表者の氏名、住

所、法人番号及び設立準拠法国等の記載並びに（３）から（５）までの項の記載を省略する

ことができる。 

７．令第10条第１項各号に掲げる者が構成設備の供給者である場合には、（４）及び（５）の

項の記載を省略することができる。 

８．（２）及び（３）の「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、個人である場合には、構

成設備の供給者が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該供給者は、特定

重要設備の供給者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとす

る。 

９．（４）の「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報並びに当該情報に係る第９条第

２項第２号に掲げる書類は、構成設備の供給者が総務大臣に直接に提出することができる。

このとき、当該供給者は、特定重要設備の供給者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提

出することを報告することとする。 

10．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか１の事業年度に

おける構成設備の供給者の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属する外国政府等との

取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合には（５）の「該当あ

り」に印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けること。 

11．［略］  

12．８.、９.又は11.の規定により報告を受けた特定重要設備の供給者は、特定社会基盤事業

者に対し、当該規定による報告を受けた旨を報告することとする。 

13．（６）の確認項目の内容を確認している場合には、その右欄にある□に印を付けること。 

 

６．特定重要設備の導入に当たって特定社会基盤事業者が講ずる特定妨害行為を防止するための

措置に係る事項 

［略］ チェック ［略］ 

（１）［略］ 

①－１ ［略］ 
□  

①－２ ［略］ 
□  

②－１ ［略］ 
□  

②－２ ［略］ 
□  

［新設］ 

 

 

［新設］ 

 

６．（３）の「設立準拠法国等又は国籍等」の欄に記載する情報は、構成設備の供給者が総務

大臣に直接に提出することができる。このとき、当該供給者は、特定重要設備の供給者に対

し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

 

７．（４）の「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報及び当該情報に係る第10条第２

項第２号に掲げる書類は、構成設備の供給者が総務大臣に直接に提出することができる。こ

のとき、当該供給者は、特定重要設備の供給者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出

することを報告することとする。 

８．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか一の事業年度に

おける構成設備の供給者の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属する外国政府等との

取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合は（５）の「該当あ

り」に印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けること。 

９．［同左］ 

10．６、７又は９の規定により報告を受けた特定重要設備の供給者は、特定社会基盤事業者に

対し、当該規定による報告を受けた旨を報告することとする。 

11．（６）の確認項目の内容を確認している場合には、その右欄にある□に印を付けること。 

 

５．特定重要設備の導入に当たって特定社会基盤事業者が講ずる特定妨害行為を防止するための

措置に係る事項 

［同左］  ［同左］ 

（１）［同左］ 

①－１ ［同左］ 
□  

①－２ ［同左］ 
□  

②－１ ［同左］ 
□  

②－２ ［同左］ 
□  
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③－１ ［略］ 
□  

③－２ ［略］ 
□  

④－１ 特定社会基盤事業者は、特定重要設

備の供給者が、特定重要設備の製造工程

（開発工程を含む。）における不正な変更

の有無について定期的又は随時に確認を行

うことを確認している。 

□ 

 

④－２ 特定社会基盤事業者※は、構成設備の

供給者が、構成設備の製造工程（開発工程

を含む。）における不正な変更の有無につ

いて定期的又は随時に確認を行うことを確

認している。 

※ 特定重要設備の供給者を通じて確認して

いる場合も含む。 

□ 

 

⑤－１ ［略］ 
□  

⑤－２ ［略］ 
□  

⑥ ［略］ 
□  

⑦ ［略］ 
□  

⑧－１ ［略］ 
□  

⑧－２ ［略］ 
□  

（２）特定重要設備又は構成設備について、将来的に保守・点検等が必要となることが

見込まれる場合には、当該保守・点検等を行うことができる者が特定重要設備又は構

成設備の供給者に限られるかどうか等の実態も踏まえ、供給者を選定している。 

⑨－１ ［略］ 
□  

③－１ ［同左］ 
□  

③－２ ［同左］ 
□  

④－１ 特定社会基盤事業者は、特定重要設

備の供給者が、特定重要設備の製造工程

（開発工程を含む。）における不正な変更

の有無について、定期的又は随時に確認を

行うことを確認している。 

□ 

 

④－２ 特定社会基盤事業者※は、構成設備の

供給者が、構成設備の製造工程（開発工程

を含む。）における不正な変更の有無につ

いて、定期的又は随時に確認を行うことを

確認している。 

※ 特定重要設備の供給者を通じて確認して

いる場合も含む。 

□ 

 

⑤－１ ［同左］ 
□  

⑤－２ ［同左］ 
□  

⑥ ［同左］ 
□  

⑦ ［同左］ 
□  

⑧－１ ［同左］ 
□  

⑧－２ ［同左］ 
□  

（２）特定重要設備又は構成設備について、将来的に保守・点検等が必要となることが

見込まれる場合に、当該保守・点検等を行うことができる者が特定重要設備又は構成

設備の供給者に限られるかどうか等の実態も踏まえ、供給者を選定している。 

⑨－１ ［同左］ 
□  
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⑨－２ ［略］ 
□  

⑩－１ ［略］ 
□  

⑩－２ ［略］ 
□  

（３）［略］ 

⑪ ［略］ 
□  

⑫ ［略］ 
□  

⑬ ［略］ 
□  

（４）［略］ 

⑭－１ 特定社会基盤事業者は、特定重要設

備の供給者が、届出を行おうとする時から

遡って過去３年間の実績を含め、国内の関

連法規や国際的に受け入れられた基準（そ

れに基づいて各国で整備されている規制等

を含む。）に反していないことを確認して

いる。 

□ 

 

⑭－２ 特定社会基盤事業者※は、構成設備の

供給者が、届出を行おうとする時から遡っ

て３年間の実績を含め、国内の関連法規や

国際的に受け入れられた基準（それに基づ

いて各国で整備されている規制等を含

む。）に反していないことを確認してい

る。 

※ 特定重要設備の供給者を通じて確認して

いる場合も含む。 

□ 

 

（５）［略］ 

⑮－１ ［略］ 
□  

⑨－２ ［同左］ 
□  

⑩－１ ［同左］ 
□  

⑩－２ ［同左］ 
□  

（３）［同左］ 

⑪ ［同左］ 
□  

⑫ ［同左］ 
□  

⑬ ［同左］ 
□  

（４）［同左］ 

⑭－１ 特定社会基盤事業者は、特定重要設

備の供給者が、届出を行う日の前日から起

算して過去３年間の実績を含め、国内の関

連法規や国際的に受け入れられた基準（そ

れに基づいて各国で整備されている規制等

を含む。）に反していないことを確認して

いる。 

□ 

 

⑭－２ 特定社会基盤事業者※は、構成設備の

供給者が、届出を行う日の前日から起算し

て過去３年間の実績を含め、国内の関連法

規や国際的に受け入れられた基準（それに

基づいて各国で整備されている規制等を含

む。）に反していないことを確認してい

る。 

※ 特定重要設備の供給者を通じて確認して

いる場合も含む。 

□ 

 

（５）［同左］ 

⑮－１ ［同左］ 
□  
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⑮－２ ［略］ 
□  

⑯ ［略］ 
□  

（６）特定社会基盤事業者が、特定重要設備及び構成設備の供給者や委託（再委託を含

む。）の相手方に関して、我が国の外部からの影響を判断するに資する情報の提供が

受けられることを契約等により担保している。また、契約締結後も当該情報について

変更があった場合には、適時に情報提供を受けられることを契約等により担保してい

る。 

⑰ 特定社会基盤事業者は、特定重要設備及

び構成設備の供給者の名称・所在地、役員

や資本関係等、事業計画や実績、設備又は

部品を製造する工場等の所在地、作業に従

事する者の所属・専門性（情報セキュリ

ティに係る資格・研修実績等）等に関する

情報提供を受けられることを契約等により

担保している。 

また、特定社会基盤事業者は、契約締結

後に上記の事項について変更があった場合

には、適時に情報提供を受けられることを

契約等により担保している。 

□ 

 

その他特記事項 

 

 

 

 

 

 

（記載上の注意） 

１．それぞれの項目の措置を講じている場合には、□に印を付けること。 

 

⑮－２ ［同左］ 
□  

⑯ ［同左］ 
□  

（６）特定社会基盤事業者が、特定重要設備及び構成設備の供給者や委託（再委託を含

む。）の相手方に関して、我が国の外部からの影響を判断するに資する情報の提供が

受けられることを契約等により担保している。また、契約締結後も当該情報について

変更があった場合に、適時に情報提供を受けられることを契約等により担保してい

る。 

⑰ 特定社会基盤事業者は、特定重要設備及

び構成設備の供給者の名称・所在地、役員

や資本関係等、事業計画や実績、設備又は

部品を製造する工場等の所在地、作業に従

事する者の所属・専門性（情報セキュリ

ティに係る資格・研修実績等）等に関する

情報提供を受けられることを契約等により

担保している。 

また、特定社会基盤事業者は、契約締結

後に上記の事項について変更があった場合

に、適時に情報提供を受けることを契約等

により担保している。 

□ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記載上の注意） 

１．それぞれの項目の措置を講じている場合には、□に印を付けること。印を付けた項目につ

いては、当該措置を講じていることを証する書類を添付すること。 
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２．構成設備がＩＳＭＡＰの登録を受けているクラウドサービスである場合には、当該構成設

備及び当該構成設備の一部を構成する構成設備に係る①－２、②－２、③－２、④－２、⑤

－２、⑧－２、⑨－２及び⑩－２の項目に関する記載を、それぞれ省略することができる。 

３．［略］  

４．①－２、②－２、③－２、④－２、⑤－２、⑧－２、⑨－２、⑩－２、⑭－２及び⑮－２

の項目の措置を講じていることを証する書類は、特定重要設備の供給者又は構成設備の供給

者が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、特定重要設備の供給者又は構成設

備の供給者は、それぞれ特定社会基盤事業者又は特定重要設備の供給者に対し、あらかじ

め、総務大臣に直接に提出することを報告することとし、報告を受けた特定重要設備の供給

者は、特定社会基盤事業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

 

７．［略］ 

 

注 ［略］ 

 

２．構成設備がＩＳＭＡＰの登録を受けているクラウドサービスである場合は、当該構成設備

及び当該構成設備の一部を構成する構成設備に係る①－２、②－２、③－２、④－２、⑤－

２、⑧－２、⑨－２、⑩－２の項目に関する記載を、それぞれ省略することができる。 

３．［同左］ 

４．①－２、②－２、③－２、④－２、⑤－２、⑧－２、⑨－２、⑩－２、⑭－２、⑮－２の

項目の措置を講じていることを証する書類は、特定重要設備の供給者又は構成設備の供給者

が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、特定重要設備の供給者又は構成設備

の供給者は、それぞれ特定社会基盤事業者又は特定重要設備の供給者に対し、あらかじめ、

総務大臣に直接に提出することを報告することとし、報告を受けた特定重要設備の供給者

は、特定社会基盤事業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

 

６．［同左］ 

 

注 ［同左］ 

 

様式第四（二）（第九条第一項、第二十一条第一項関係） 

 

 

整理番号          

 

 

導入等計画書（特定重要設備の重要維持管理等を行わせる場合） 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所        

名    称        

代表者の氏名        

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第52条第１項の規定

により、特定重要設備の重要維持管理等を行わせるので、次のとおり届け出ます。 

 

様式第六（二）（第十条第一項及び第二十二条関係） 

 

 

 

 

 

導入等計画書（特定重要設備の重要維持管理等を行わせる場合） 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第52条第１項の規定

により、特定重要設備の重要維持管理等を行わせるので、次のとおり届け出ます。 
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１．特定重要設備の概要 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．この様式において「特定社会基盤事業者」とは、この導入等計画書を届け出る特定社会基

盤事業者をいう。 

２．［略］ 

３．［略］  

４．［略］ 

５．「特定重要設備を設置する場所」及び「特定重要設備を使用する場所」の欄には、特定重

要設備の全部又は一部が設置され又は使用されている全ての場所について、原則として、そ

れぞれの場所の所在する都道府県名までを記載することとし、国外に所在する場合には、こ

れらに相当するものを記載すること。ただし、特定重要設備の全部又は一部がクラウドサー

ビスである場合には、都道府県名の記載に代えて、当該クラウドサービスサービスのリー

ジョンを記載することができる。 

６．５．のうち、特定重要設備の全部又は構成設備としてクラウドサービスを利用する場合に

は、「特定重要設備を設置する場所」欄に、その所在地と併せて当該クラウドサービスを提

供する事業者名を記載すること。 

７．５．のうち、構成設備（クラウドサービスである場合を除く。）をデータセンターに設置

する場合には、「特定重要設備を設置する場所」欄に、その所在地と併せてデータセンター

を提供する事業者名を記載すること。 

 

２．重要維持管理等の委託の内容及び時期又は期間 

［表略］ 

（記載上の注意） 

「重要維持管理等を行わせる時期又は期間」の欄には、単発・継続性のない重要維持管理等

の委託の場合には当該重要維持管理等を行わせる時期を、反復・継続的な重要維持管理等の委

託の場合には当該重要維持管理等を行わせる期間を記載すること。具体的な時点が未定である

場合には、予定年月を記載した上で、「（予定）」と併せて記載すること。 

 

３．重要維持管理等の委託の相手方に関する事項 

（１）重要維持管理等の委託の相手方 

 

 

 

 

１．特定重要設備の概要 

［表同左］ 

（記載上の注意） 

［新設］ 

 

１．［同左］ 

２．［同左］ 

３．［同左］ 

４．「特定重要設備を設置する場所」及び「特定重要設備を使用する場所」の欄には、それぞ

れの場所の所在する少なくとも都道府県名までを記載することとし、国外に所在する場合

は、これらに相当するものを記載すること。 

 

 

 

［新設］ 

 

 

［新設］ 

 

 

 

２．［同左］ 

［表同左］ 

（記載上の注意） 

「重要維持管理等を行わせる時期又は期間」の欄には、単発・継続性のない重要維持管理等

の委託の場合は当該重要維持管理等を行わせる時期を、反復・継続的な重要維持管理等の委託

の場合は当該重要維持管理等を行わせる期間を記載すること。具体的な時点が未定である場合

には予定年月を記載した上で、「（予定）」と併せて記載すること。 

 

３．重要維持管理等の委託の相手方に関する事項 

（１）重要維持管理等の委託の相手方 
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名称 

 

 

代表者の氏名  

住所  

法人番号  

［略］  

（記載上の注意） 

１．「名称」の欄には、個人である場合には、氏名を記載すること。この場合には、「代表者

の氏名」の欄は、空欄とすること（以下この様式において同じ。）。 

２．「法人番号」の欄は、個人又は国税庁長官から法人番号の指定を受けていない法人の場合

には、空欄とすること（以下この様式において同じ。）。 

３．「設立準拠法国等」の欄には、その設立に当たって準拠した法令を制定した国又は地域の

名称（個人である場合には、国籍等。以下この様式において同じ。）を記載すること。 

 

４．「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、個人である場合には、当該個人が総務大臣に

直接に提出することができる。このとき、当該個人は、特定社会基盤事業者に対し、あらか

じめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

 

 

（２）重要維持管理等の委託の相手方の総株主等の議決権の５％以上を直接に保有する者 

 名称 法人番号 設立準拠法国等 議決権保有割合

（％） 

確認した年月日 

①      

②      

③      

④      

⑤      

⑥      

⑦      

⑧      

 

名称及び代表者の

氏名 

 

住所 

 

 

 

［同左］  

（記載上の注意） 

１．個人である場合にあっては、「名称及び代表者の氏名」の欄には氏名を記載すること（以

下この様式において同じ。）。 

［新設］ 

 

２．「設立準拠法国等」の欄にはその設立に当たって準拠した法令を制定した国又は地域の名

称を記載すること（個人である場合にあっては国籍等を記載すること。以下この様式におい

て同じ。）。 

３．個人である場合にあっては、「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、当該個人が総務

大臣に直接に提出することができる。このとき、当該個人は、特定社会基盤事業者に対し、

あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする（以下この様式において

同じ。）。 

 

（２）重要維持管理等の委託の相手方の総株主等の議決権の５％以上を直接保有する者 

 名称又は氏名 設立準拠法国等又は国籍

等 

議決権保有割合（％） 

（確認した年月日） 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    
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（記載上の注意） 

１．議決権保有割合は、届出の日前６月以内の日における総株主等の議決権の数に占める割合

を、小数点以下第３位を四捨五入して記載すること（以下この様式において同じ。）。 

［削る］ 

 

 

２．「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、個人である場合には、重要維持管理等の委託

の相手方が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該委託の相手方は、特定

社会基盤事業者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとす

る。 

 

（３）重要維持管理等の委託の相手方の役員 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．委託の相手方が経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律

施行令（以下この様式において「令」という。）第10条第1項各号に掲げる者である場合に

は、本項の記載を省略することができる。 

２.「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報並びに当該情報に係る第９条第２項第２

号に掲げる書類は、重要維持管理等の委託の相手方が総務大臣に直接に提出することができ

る。このとき、当該委託の相手方は、特定社会基盤事業者に対し、あらかじめ、総務大臣に

直接に提出することを報告することとする。 

 

（４）重要維持管理等の委託の相手方における外国政府等との取引に係る売上高の割合 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．委託の相手方が令第10条第１項各号に掲げる者である場合には、本項の記載を省略するこ

とができる。 

２．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか１の事業年度に

おける重要維持管理等の委託の相手方の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属する外

国政府等との取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合は「該当

あり」に印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けること。 

３．［略］ 

 

４．重要維持管理等の再委託に関する事項 

（記載上の注意） 

１．議決権保有割合は、総株主等の議決権の数に占める割合を、小数点以下第３位を四捨五入

して記載すること（以下この様式において同じ。）。 

２．「設立準拠法国等又は国籍等」の欄は、議決権を保有する者が法人である場合には当該法

人の設立準拠法国等を、個人である場合には当該個人の国籍等を記載すること（以下この様

式において同じ。）。 

３．「設立準拠法国等又は国籍等」の欄に記載する情報は、重要維持管理等の委託の相手方が

総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該委託の相手方は、特定社会基盤事

業者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

 

 

（３）重要維持管理等の委託の相手方の役員 

［表同左］ 

（記載上の注意） 

「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報及び当該情報に係る第10条第２項第２号に

掲げる書類は、重要維持管理等の委託の相手方が総務大臣に直接に提出することができる。こ

のとき、当該委託の相手方は、特定社会基盤事業者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提

出することを報告することとする。 

 

 

 

 

（４）重要維持管理等の委託の相手方における外国政府等との取引に係る売上高の割合 

［表同左］ 

（記載上の注意） 

［新設］ 

 

１．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか一の事業年度に

おける重要維持管理等の委託の相手方の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属する外

国政府等との取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合は「該当

あり」に印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けること。 

２．［同左］ 

 

４．重要維持管理等の再委託に関する事項 
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（
１
）
［
略
］ 

［略］  

［略］  

［略］  

（
２
）
再
委
託
の
相
手
方 

名称  

代表者の氏名  

住所  

法人番号  

［略］  

（
３
）
再
委
託
の
相
手
方
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
５
％
以
上
を
直
接

に
保
有
す
る
者 

 

 名称 法人番号 設立準拠法

国等 

議決権保有割合

（％） 

確認した年月日 

①      

②      

③      

④      

⑤      

⑥      

⑦      

⑧      

 

 

（
１
）
［
同

左
］ 

［同左］  

［同左］  

［同左］  

（
２
）
再
委
託
の
相
手
方 

名称及び代表者の氏名  

住所  

［同左］  

（
３
）
再
委
託
の
相
手
方
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
５
％
以
上
を
直
接

に
保
有
す
る
者 

 

 名称又は氏

名 

設立準拠法国等又は国

籍等 

議決権保有割合（％） 

（確認した年月日） 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    
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（
４
）
［
略
］ 

 ［略］ ［略］ ［略］ 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    

 

（
５
）
［
略
］ 

 

［略］ 

［略］ ［略］ ［略］ 

   

   
 

（記載上の注意） 

１．再委託を受けた者が他の事業者に再委託して重要維持管理等を行わせる場合には、当該

再委託する重要維持管理等の内容及び時期又は期間並びに当該再委託の相手方に関する事

項も記載すること。 

２．「重要維持管理等を再委託して行わせる時期又は期間」の欄には、単発・継続性のない

重要維持管理等の再委託の場合には当該重要維持管理等を行わせる時期を、反復・継続的

な重要維持管理等の再委託の場合には当該重要維持管理等を行わせる期間を記載するこ

と。 

３．再委託の相手方が令第10条第１項各号に掲げる者である場合には、（４）及び（５）の

項の記載を省略することができる。 

４．第17条第１項の規定に基づき、重要維持管理等の再委託に関する事項（当該重要維持管

理等の再委託に係る第15条第３号に掲げる事項を除く。）の記載を省略するときは、同項

各号に掲げる場合に該当することを証する書類を添付するとともに、講じた措置の概要を

「５．導入等計画書の届出の例外」の備考の欄に記載すること。 

 

（
４
）
［
同
左
］ 

 ［同左］ ［同左］ ［同左］ 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    

 

（
５
）
［
同
左
］ 

 

［同左］ 

［同左］ ［同左］ ［同左］ 

   

   
 

（記載上の注意） 

１．再委託を受けた者が他の事業者に再委託して重要維持管理等を行わせる場合にあって

は、当該再委託する重要維持管理等の内容及び時期又は期間並びに当該再委託の相手方に

関する事項も記載すること。 

２．「重要維持管理等を再委託して行わせる時期又は期間」の欄には、単発・継続性のない

重要維持管理等の再委託の場合は当該重要維持管理等を行わせる時期を、反復・継続的な

重要維持管理等の再委託の場合は当該重要維持管理等を行わせる期間を記載すること。 

 

［新設］ 

 

３．第18条の規定に基づき、重要維持管理等の再委託に関する事項（当該重要維持管理等の

再委託に係る第16条第３号に掲げる事項を除く。）の記載を省略するときは、その旨をそ

れぞれの記載事項に該当する欄に記載した上で、第18条各号に掲げる場合に該当すること

を証する書類を添付するとともに、講じた措置の概要を「６．備考」の欄に記載するこ

と。 
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５．（２）及び（３）の「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、個人である場合には、

重要維持管理等の再委託の相手方が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、

当該再委託の相手方は、重要維持管理等の委託の相手方に対し、あらかじめ、総務大臣に

直接に提出することを報告することとする。 

６．（４）の「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報並びに当該情報に係る第９条

第２項第２号に掲げる書類は、重要維持管理等の再委託の相手方が総務大臣に直接に提出

することができる。このとき、当該再委託の相手方は、重要維持管理等の委託の相手方に

対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

７．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか１の事業年度

における重要維持管理等の再委託の相手方の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属

する外国政府等との取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合

は（５）の「該当あり」に印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けるこ

と。 

８．［略］ 

９．５.、６.又は８.の規定により報告を受けた重要維持管理等の委託の相手方は、特定社

会基盤事業者に対し、当該規定による報告を受けた旨を報告することとする。 

 

５．導入等計画書の届出の例外 

項目 チェック 備考 

（１）特定社会基盤事業者が、当該再委託に係る第15

条第１号及び第２号に掲げる事項を把握するための

措置を講じていること。 
□  

（２）特定社会基盤事業者又は当該再委託を受けた者

に再委託した者が、当該再委託を受けた者において

次に掲げる措置が講じられていることを確認するた

めに必要な措置を講じていること。 

□  

① 当該再委託を受けた者が、再委託された重要維持管理等を行う

区域を特定し、特定された当該区域への立入りを制限することそ

の他の当該区域への不正なアクセスを予防するための措置 

 

４．（３）の「設立準拠法国等又は国籍等」の欄に記載する情報は、重要維持管理等の再委

託の相手方が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該再委託の相手方

は、重要維持管理等の委託の相手方に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出すること

を報告することとする。 

５．（４）の「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報及び当該情報に係る第10条第

２項第２号に掲げる書類は、重要維持管理等の再委託の相手方が総務大臣に直接に提出す

ることができる。このとき、当該再委託の相手方は、重要維持管理等の委託の相手方に対

し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

６．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか一の事業年度

における重要維持管理等の再委託の相手方の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属

する外国政府等との取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合

は（５）の「該当あり」に印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けるこ

と。 

７．［同左］ 

８．４、５又は７の規定により報告を受けた重要維持管理等の委託の相手方は、特定社会基

盤事業者に対し、当該規定による報告を受けた旨を報告することとする。 

 

［新設］ 
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② 当該再委託を受けた者が、再委託された重要維持管理等に係る

業務に従事する職員による特定重要設備の重要維持管理等に関す

る記録の保管のための手順及びその確認の手順を定め、これを遵

守させることその他の方法により、重要維持管理等を行う特定重

要設備に対する不正な操作又は不正な行為の有無について定期に

又は随時に、監査するための措置 

 

 

６．重要維持管理等の委託に当たって特定社会基盤事業者が講ずる特定妨害行為を防止するため

の措置に係る事項 

［略］ チェック ［略］ 

（１）［略］ 

① ［略］ □  

② ［略］ □  

③ ［略］ □  

④ ［略］ □  

⑤ 特定社会基盤事業者※は、委託の相手方及

び再委託の相手方等において、重要維持管理

等を実施する要員や管理責任者に対するサイ

バーセキュリティに関する教育や研修を定期

的（年間１回以上）に実施し、サイバーセ

キュリティリテラシーの維持向上に努めてい

ることを確認している。 

※ 再委託の相手方等における実施状況につい

ては、委託の相手方を通じて確認している場

合も含む。 

□ 

 

（２）［略］ 

⑥ 特定社会基盤事業者は、委託の相手方が再

委託を行うに当たり、特定社会基盤事業者の

承認を得ることを要件としており、再委託の

相手方等に対しても、更に再委託を行う場合

には、特定社会基盤事業者の承認を受けるこ

と等を要件として課していることを確認して

いる。 

□  

 

 

 

 

 

 

 

 

５．重要維持管理等の委託に当たって特定社会基盤事業者が講ずる特定妨害行為を防止するため

の措置に係る事項 

［同左］  ［同左］ 

（１）［同左］ 

① ［同左］ □  

② ［同左］ □  

③ ［同左］ □  

④ ［同左］ □  

⑤ 特定社会基盤事業者※は、委託の相手方及

び再委託の相手方等において、重要維持管理

等を実施する要員や管理責任者に対する、サ

イバーセキュリティに関する教育や研修を定

期的（年間１回以上）に実施し、サイバーセ

キュリティリテラシーの維持向上に努めてい

ることを確認している。 

※ 再委託の相手方等における実施状況につい

ては、委託の相手方を通じて確認している場

合も含む。 

□ 

 

（２）［同左］ 

⑥ 特定社会基盤事業者は、委託の相手方が再

委託を行うに当たり、特定社会基盤事業者の

承認を得ることを要件としており、再委託の

相手方等に対しても、更に再委託を行う場合

には特定社会基盤事業者の承認を受けること

等を要件として課していることを確認してい

る。 

□  
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⑦ ［略］ □  

（３）［略］ 

⑧ ［略］ □  

（４）［略］ 

⑨－１ 特定社会基盤事業者は、委託の相手方

が、届出を行おうとする時から遡って３年間

の実績を含め、国内の関連法規や国際的に受

け入れられた基準（それに基づいて各国で整

備されている規制等を含む。）に反していな

いことを確認している。 

□ 

 

⑨－２ 特定社会基盤事業者※は、再委託の相

手方等が、届出を行おうとする時から遡って

３年間の実績を含め、国内の関連法規や国際

的に受け入れられた基準（それに基づいて各

国で整備されている規制等を含む。）に反し

ていないことを確認している。 

※ 委託の相手方を通じて確認している場合も

含む。 

□ 

 

（５）［略］ 

⑩－１ ［略］ □  

⑩－２ ［略］ □  

⑪ ［略］ □  

（６）特定社会基盤事業者が、特定重要設備及び構成設備の供給者や委託（再委託を含

む。）の相手方に関して、我が国の外部からの影響を判断するに資する情報の提供が

受けられることを契約等により担保している。また、契約締結後も当該情報について

変更があった場合には、適時に情報提供を受けられることを契約等により担保してい

る。 

⑫ 特定社会基盤事業者は、委託の相手方及び

再委託の相手方等の名称・所在地、役員や資

本関係等、事業計画や実績、重要維持管理等

の実施場所、作業に従事する者の所属・専門

性（情報セキュリティに係る資格・研修実績

等）等に関する情報提供を受けられることを

契約等により担保している。 

□ 

 

⑦ ［同左］ □  

（３）［同左］ 

⑧ ［同左］ □  

（４）［同左］ 

⑨－１ 特定社会基盤事業者は、委託の相手方

が、届出を行う日の前日から起算して過去３

年間の実績を含め、国内の関連法規や国際的

に受け入れられた基準（それに基づいて各国

で整備されている規制等を含む。）に反して

いないことを確認している。 

□ 

 

⑨－２ 特定社会基盤事業者※は、再委託の相

手方等が、届出を行う日の前日から起算して

過去３年間の実績を含め、国内の関連法規や

国際的に受け入れられた基準（それに基づい

て各国で整備されている規制等を含む。）に

反していないことを確認している。 

※ 委託の相手方を通じて確認している場合も

含む。 

□ 

 

（５）［同左］ 

⑩－１ ［同左］ □  

⑩－２ ［同左］ □  

⑪ ［同左］ □  

（６）特定社会基盤事業者が、特定重要設備及び構成設備の供給者や委託（再委託を含

む。）の相手方に関して、我が国の外部からの影響を判断するに資する情報の提供が

受けられることを契約等により担保している。また、契約締結後も当該情報について

変更があった場合に、適時に情報提供を受けられることを契約等により担保してい

る。 

⑫ 特定社会基盤事業者は、委託の相手方及び

再委託の相手方等の名称・所在地、役員や資

本関係等、事業計画や実績、重要維持管理等

の実施場所、作業に従事する者の所属・専門

性（情報セキュリティに係る資格・研修実績

等）等に関する情報提供を受けられることを

契約等により担保している。 

□ 
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また、特定社会基盤事業者は、契約締結後

に上記の事項について変更があった場合に

は、適時に情報提供を受けられることを契約

等により担保している。 

その他特記事項 

 

（記載上の注意） 

１．それぞれの項目の措置を講じている場合には、□に印を付けること。 

 

２．［略］ 

３．①、③、④、⑤、⑧、⑨－２及び⑩－２の項目の措置を講じていることを証する書類

（①、③、④、⑤及び⑧については再委託の相手方等に関するものに限る。）は、重要維

持管理等の委託の相手方又は再委託の相手方等が総務大臣に直接に提出することができ

る。このとき、重要維持管理等の委託の相手方又は再委託の相手方等は、それぞれ特定社

会基盤事業者又は重要維持管理等の委託の相手方に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に

提出することを報告することとし、報告を受けた重要維持管理等の委託の相手方は、特定

社会基盤事業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

７．［略］ 

注 ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

また、特定社会基盤事業者は、契約締結後

に上記の事項について変更があった場合に、

適時に情報提供を受けることを契約等により

担保している。 

 

 

 

（記載上の注意） 

１．それぞれの項目の措置を講じている場合には、□に印を付けること。印を付けた項目に

ついては、当該措置を講じていることを証する書類を添付すること。 

２．［同左］ 

３．①、③、④、⑤、⑧、⑨－２、⑩－２の項目の措置を講じていることを証する書類

（①、③、④、⑤、⑧については再委託の相手方等に関するものに限る。）は、重要維持

管理等の委託の相手方又は再委託の相手方等が総務大臣に直接に提出することができる。

このとき、重要維持管理等の委託の相手方又は再委託の相手方等は、それぞれ特定社会基

盤事業者又は重要維持管理等の委託の相手方に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出

することを報告することとし、報告を受けた重要維持管理等の委託の相手方は、特定社会

基盤事業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

６．［同左］ 

 

注 ［同左］ 

 

様式第五（一）（第十条第二項、第二十一条第一項関係） 

 

 

整理番号          

 

 

緊急導入等届出書（特定重要設備の導入を行った場合） 

様式第七（一）（第十一条第二項関係） 

 

 

 

 

 

緊急導入等届出書（特定重要設備の導入を行った場合） 
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年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第52条第11項の規定

により、特定重要設備の導入を行ったので、次のとおり届け出ます。 

 

［削る］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第52条第11項の規定

により、特定重要設備の導入を行ったので、次のとおり届け出ます。 

 

１．特定重要設備の導入を行うことが緊急やむを得ない場合であった理由 

（１）特定社会基盤役務の提供に支障が生じ、又は生ずるおそれがあったこと 

① 特定社会基盤役務の提供に生じ

た支障又は生ずるおそれの内容 
 

② ①が生じた時期及び期間  

③ ①により特定社会基盤役務の提

供に対して生じた影響 
 

④ ①に対する措置のため緊急に導

入を行う必要があった期日 
 

⑤ 導入等計画書の届出によっては

対応ができなかった理由 
 

（２）規定の適用を免れる目的で特定社会基盤役務の安定的な提供に支障が生ずるおそれを

生じさせたものではないこと 

① （１）①が生じた原因  

② （１）①を把握した時期  

③ （１）①の発生を回避できな

かった理由 
 

（３）他の事業者から特定重要設備の導入を緊急に行うことが支障の除去又は発生の防止の

ために必要であったこと 
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１．［略］ 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．この様式において「特定社会基盤事業者」とは、この緊急導入等届出書を届け出る特定社

会基盤事業者をいう。 

２．［略］ 

３．［略］ 

４．［略］ 

５．「特定重要設備を設置した場所」及び「特定重要設備を使用している場所」の欄には、特

定重要設備の全部又は一部が設置され又は使用されている全ての場所について、原則とし

て、それぞれの場所の所在する都道府県名までを記載することとし、国外に所在する場合に

は、これらに相当するものを記載すること。ただし、特定重要設備の全部又は一部がクラウ

ドサービスである場合には、都道府県名の記載に代えて、当該クラウドサービスのリージョ

ンを記載することができる。 

６．５．のうち、特定重要設備の全部又は構成設備がクラウドサービスである場合には、「特

定重要設備を設置した場所」の欄に、その所在地と併せて当該クラウドサービスを提供する

事業者名を記載すること。 

７．５．のうち、構成設備（クラウドサービスである場合を除く。）をデータセンターに設置

する場合には、「特定重要設備を設置した場所」の欄に、その所在地と併せて当該データセ

ンターを提供する事業者名を記載すること。 

 

２．特定重要設備の導入の内容及び時期 

① （１）①と特定重要設備の関係

及び特定重要設備に生じた支障の

内容 

 

② （３）①と緊急に行った導入と

の関係 
 

（４）特定重要設備の導入を緊急に行う他に適当な方法がなかったこと 

① 緊急に導入を行う以外に検討し

た他の手段の内容 
 

② 他の手段によっては（１）①に

対応できなかった理由 
 

 

２．［同左］ 

［表同左］ 

（記載上の注意） 

［新設］ 

 

１．［同左］ 

２．［同左］ 

３．［同左］ 

４．「特定重要設備を設置した場所」及び「特定重要設備を使用している場所」の欄には、そ

れぞれの場所の所在する少なくとも都道府県名までを記載することとし、国外に所在する場

合は、これらに相当するものを記載すること。 

 

 

 

［新設］ 

 

 

［新設］ 

 

 

 

３．特定重要設備の導入の内容及び時期 
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内容  

［略］  

（記載上の注意） 

１．「内容」の欄には、導入の目的を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

［削る］ 

 

［削る］ 

 

 

［削る］ 

 

 

 

［削る］ 

 

２．「時期」の欄には、特定重要設備を導入するために必要な一連の行為が完了し、役務の提

供の用に供した時点を記載すること。具体的な時点が未定である場合には、予定年月日を記

載した上で、「（予定）」と併せて記載すること。 

 

内容 導入の目的  

導 入 に

携 わ る

者 に 関

す る 事

項 

名称及び代表者の

氏名 

 

住所  

設立準拠法国等  

導入との関係  

［同左］  

（記載上の注意） 

１．「導入に携わる者に関する事項」の欄には、特定重要設備の供給者から、当該特定重要設

備を特定社会基盤事業者が導入するまでに経由した者のうち、次の（１）又は（２）に該当

する者に関する情報を記載すること。 

（１）特定社会基盤事業者と特定重要設備の供給者との間に介在し、特定重要設備の供給網の

管理その他の特定重要設備の導入に当たって重要な役割を有した者 

（２）特定重要設備についてサイバーセキュリティに関する対策の実施状況の確認等の妨害行

為の防止に関する実施状況の確認を実施した者であって、当該特定重要設備の機能に変更を

及ぼし得た者 

２．個人である場合にあっては、「名称及び代表者の氏名」の欄には氏名を記載すること（以

下この様式において同じ。）。 

３．「設立準拠法国等」の欄にはその設立に当たって準拠した法令を制定した国又は地域の名

称を記載すること（個人である場合にあっては国籍等を記載すること。以下この様式におい

て同じ。）。 

４．個人である場合にあっては、「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、当該個人が総務

大臣に直接に提出することができる。このとき、当該個人は、特定社会基盤事業者に対し、

あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする（以下この様式において

同じ。）。 

５．「導入との関係」の欄には、１．の（１）又は（２）のいずれに該当するかを記載した上

で、導入に携わる者が行った行為を具体的に記載すること。 

６．「時期」の欄には、特定重要設備を導入するために必要な一連の行為が完了し、役務の提

供の用に供した時点を記載すること。 
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３．導入に携わる者に関する事項 

名称  

代表者の氏名  

住所  

法人番号  

設立準拠法国等  

導入との関係  
（記載上の注意） 

１．この様式において「導入に携わる者」とは、特定社会基盤事業者が特定重要設備の供給者

から当該特定重要設備を導入するまでに経由する者のうち、次の（１）又は（２）に該当す

る者をいう。 

（１） 特定社会基盤事業者と特定重要設備の供給者との間に介在し、特定重要設備の供給網

の管理その他の特定重要設備の導入に当たって重要な役割を有する者 

（２） 特定重要設備についてサイバーセキュリティに関する対策の実施状況の確認等の妨害

行為の防止に関する実施状況の確認を実施する者であって、当該特定重要設備の機能に変更

を及ぼし得る者 

２．「名称」の欄には、個人である場合には、氏名を記載すること。この場合には、「代表者

の氏名」の欄は、空欄とすること（以下この様式において同じ。）。 

３．「法人番号」の欄には、個人又は国税庁長官から法人番号の指定を受けていない法人の場

合には空欄とすること（以下この様式において同じ。）。 

４．「設立準拠法国等」の欄には、その設立に当たって準拠した法令を制定した国又は地域の

名称（個人である場合には、国籍等。以下この様式において同じ。）を記載すること。 

５．「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、個人である場合には、当該個人が総務大臣に

直接に提出することができる。このとき、当該個人は、特定社会基盤事業者に対し、あらか

じめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

６．「導入との関係」の欄には、１．（１）又は（２）のいずれに該当するかを記載した上

で、導入に携わる者が行う行為を具体的に記載すること。 

 

４．特定重要設備の供給者に関する事項 

（１）特定重要設備の供給者 

名称  

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．特定重要設備の供給者に関する事項 

（１）特定重要設備の供給者 

名称及び代表者の

氏名 
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代表者の氏名  

住所  

法人番号  

［略］  

（記載上の注意） 

１．特定社会基盤事業者が特定重要設備の供給者である場合には、代表者の氏名、住所、法人

番号及び設立準拠法国等の記載を省略することができる。 

２．「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、個人である場合には、当該個人が総務大臣に

直接に提出することができる。このとき、当該個人は、特定社会基盤事業者に対し、あらか

じめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

 

（２）特定重要設備の供給者の総株主等の議決権の５％以上を直接に保有する者 

 名称 法人番号 設立準拠法国

等 

議決権保有割合

（％） 

確認した年月日 

①      

②      

③      

④      

⑤      

⑥      

⑦      

⑧      

（記載上の注意） 

１．特定社会基盤事業者が特定重要設備の供給者である場合には、本項の記載を省略すること

ができる。 

２．議決権保有割合は、届出の日前６月以内の日における総株主等の議決権の数に占める割合

を、小数点以下第３位を四捨五入して記載すること（以下この様式において同じ。）。 

［削る］ 

 

 

３．「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、個人である場合には、特定重要設備の供給者

が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該供給者は、特定社会基盤事業者

に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

住所  

［同左］  

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

（２）特定重要設備の供給者の総株主等の議決権の５％以上を直接に保有する者 

 名称又は氏名 設立準拠法国等又は 

国籍等 

議決権保有割合（％） 

（確認した年月日） 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    

（記載上の注意） 

［新設］ 

 

１．議決権保有割合は、届出の日前２月以内の日における総株主等の議決権の数に占める割合

を、小数点以下第３位を四捨五入して記載すること（以下この様式において同じ。）。 

２．「設立準拠法国等又は国籍等」の欄は、議決権を保有する者が法人である場合には当該法

人の設立準拠法国等を、個人である場合には当該個人の国籍等を記載すること（以下この様

式において同じ。）。 

３．「設立準拠法国等又は国籍等」の欄に記載する情報は、特定重要設備の供給者が総務大臣

に直接に提出することができる。このとき、当該供給者は、特定社会基盤事業者に対し、あ

らかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 
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（３）特定重要設備の供給者の役員 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．特定社会基盤事業者又は経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関

する法律施行令（以下この様式において「令」という。）第10条第１項各号に掲げる者が特

定重要設備の供給者である場合には、本項の記載を省略することができる。 

２．「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報並びに当該情報に係る第９条第２項第２

号に掲げる書類は、特定重要設備の供給者が総務大臣に直接に提出することができる。この

とき、当該供給者は、特定社会基盤事業者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出する

ことを報告することとする。 

 

（４）特定重要設備の供給者における外国政府等との取引に係る売上高の割合 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．特定社会基盤事業者又は令第10条第１項各号に掲げる者が特定重要設備の供給者である場

合には、本項の記載を省略することができる。 

２．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか１の事業年度に

おける特定重要設備の供給者の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属する外国政府等

との取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合は「該当あり」に

印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けること。 

３．［略］ 

 

（５）［略］ 

［表略］ 

［略］ 

 

５．構成設備に関する事項 

（
１
）

［
略
］ 

［略］  

［略］  

［略］  

 

（３）特定重要設備の供給者の役員 

［表同左］ 

（記載上の注意） 

「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報及び当該情報に係る第10条第２項第２号に

掲げる書類は、特定重要設備の供給者が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、

当該供給者は、特定社会基盤事業者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報

告することとする。 

 

 

 

 

（４）特定重要設備の供給者における外国政府等との取引に係る売上高の割合 

［表同左］ 

（記載上の注意） 

［新設］ 

 

１．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか一の事業年度に

おける特定重要設備の供給者の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属する外国政府等

との取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合は「該当あり」に

印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けること。 

２．［同左］ 

 

（５）［同左］ 

［表同左］ 

［同左］ 

 

５．構成設備に関する事項 

（
１
）
［
同

左
］ 

［同左］  

［同左］  

［同左］  
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（
２
）
供
給
者 

名称  

代表者の氏名  

住所  

法人番号  

［略］  

（
３
）
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
５
％
以
上
を
直
接

に
保
有
す
る
者 

 

 名称 法人番号 設立準拠法

国等 

議決権保有割

合（％） 

確認した年

月日 

①      

②      

③      

④      

⑤      

⑥      

⑦      

⑧      
 

（
２
）
供
給
者 

名称及び 

代表者の氏名 

 

住所 

 

 

 

 

 

 

［同左］  

（
３
）
供
給
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
５
％
以
上
を
直
接

に
保
有
す
る
者 

 

 名称又は氏名 設立準拠法国等又は 

国籍等 

議決権保有割合（％） 

（確認した年月日） 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    
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（
４
）
［
略
］ 

 

 ［略］ ［略］ ［略］ 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    
 

（
５
）
［
略
］ 

 

［略］ 

［略］ ［略］ ［略］ 

   

   
 

（
６
）
［
略
］ 

 

［略］  

［略］ 

□ 

 

（記載上の注意） 

（
４
）
［
同
左
］ 

 

 ［同左］ ［同左］ ［同左］ 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    
 

（
５
）
［
同
左
］ 

 

［同左］ 

［同左］ ［同左］ ［同左］ 

   

   
 

（
６
）
［
同
左
］ 

 

［同左］  

［同左］ 

□ 

 

（記載上の注意） 
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１．「構成設備の種類」の欄には、第12条において定める構成設備のうち、該当するものを記

載すること。 

２．［略］ 

３．［略］ 

４．構成設備がＩＳＭＡＰの登録を受けているクラウドサービスである場合には、「構成設備

の名称」の欄に利用する当該クラウドサービスの名称を、「構成設備の機能」の欄に利用す

る当該クラウドサービスが担う機能を、それぞれ記載すること。 

５．構成設備がＩＳＭＡＰの登録を受けているクラウドサービスである場合には、（３）から

（６）までの項の記載及び当該構成設備の一部を構成する構成設備に関する記載を省略する

ことができる。 

６．特定社会基盤事業者が構成設備の供給者である場合には、（２）のうち代表者の氏名、住

所、法人番号及び設立準拠法国等の記載並びに（３）から（５）までの項の記載を省略する

ことができる。 

７．令第10条第1項各号に掲げる者が構成設備の供給者である場合には、（４）及び（５）の

項の記載を省略することができる。 

８．（２）及び（３）の「設立準拠法国等又は国籍等」の欄に記載する情報は、個人である場

合には、構成設備の供給者が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該供給

者は、特定重要設備の供給者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告す

ることとする。 

９．（４）の「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報並びに当該情報に係る第９条第

２項第２号に掲げる書類は、構成設備の供給者が総務大臣に直接に提出することができる。

このとき、当該供給者は、特定重要設備の供給者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提

出することを報告することとする。 

10．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか１の事業年度に

おける構成設備の供給者の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属する外国政府等との

取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合には（５）の「該当あ

り」に印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けること。 

11．［略］ 

12．８.、９.又は11.の規定により報告を受けた特定重要設備の供給者は、特定社会基盤事業

者に対し、当該規定による報告を受けた旨を報告することとする。 

13．（６）の確認項目の内容を確認した場合には、その右欄にある□に印を付けること。 

 

６．特定重要設備の導入に当たって特定社会基盤事業者が講ずる特定妨害行為を防止するための

措置に係る事項 

１．「構成設備の種類」の欄には、第13条において定める構成設備のうち、該当するものを記

載すること。 

２．［同左］ 

３．［同左］ 

４．構成設備がＩＳＭＡＰの登録を受けているクラウドサービスである場合は、「構成設備の

名称」の欄に利用するクラウドサービスの名称を、「構成設備の機能」の欄に利用するクラ

ウドサービスが担う機能を、それぞれ記載すること。 

５．構成設備がＩＳＭＡＰの登録を受けているクラウドサービスである場合は、（３）から

（６）までの項の記載及び当該構成設備の一部を構成する構成設備に関する記載を省略する

ことができる。 

［新設］ 

 

 

［新設］ 

 

６．（３）の「設立準拠法国等又は国籍等」の欄に記載する情報は、構成設備の供給者が総務

大臣に直接に提出することができる。このとき、当該供給者は、特定重要設備の供給者に対

し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

 

７．（４）の「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報及び当該情報に係る第10条第２

項第２号に掲げる書類は、構成設備の供給者が総務大臣に直接に提出することができる。こ

のとき、当該供給者は、特定重要設備の供給者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出

することを報告することとする。 

８．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか一の事業年度に

おける構成設備の供給者の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属する外国政府等との

取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合は（５）の「該当あ

り」に印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けること。 

９．［同左］ 

10．６、７又は９の規定により報告を受けた特定重要設備の供給者は、特定社会基盤事業者に

対し、当該規定による報告を受けた旨を報告することとする。 

11．（６）の確認項目の内容を確認した場合には、その右欄にある□に印を付けること。 

 

６．特定重要設備の導入に当たって特定社会基盤事業者が講ずる特定妨害行為を防止するための

措置に係る事項 
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［略］ チェック ［略］ 

（１）［略］ 

①－１ 特定社会基盤事業者は、特定社会基盤

事業者等において、特定重要設備に悪意のあ

るコード等が混入していないかを確認するた

めの受入検査その他の検証体制が構築されて

おり脆弱性テストが導入までに実施されたこ

と※を確認している。 

※ 当該特定重要設備の供給者及び当該特定重

要設備の構成設備の供給者によって実施され

たものを除く。 

□ 

 

①－２ ［略］ □  

②－１ ［略］ □  

②－２ ［略］ □  

③－１ 特定社会基盤事業者は、特定重要設備

の供給者が、特定重要設備の製造工程（開発

工程を含む。）において信頼できる品質保証

体制の下開発したことを確認している。 

□ 

 

③－２ ［略］ □  

④－１ ［略］ □  

④－２ ［略］ □  

⑤－１ 特定社会基盤事業者は、特定重要設備

の供給者が特定重要設備の製造環境（開発環

境を含む。）において定められた要員以外が

アクセスできないよう、アクセス可能な要員

を物理的（監視カメラ等の入退室管理等）か

つ論理的（データやシステム等へのアクセス

制御）に適切に制限していたことを確認して

いる。 

□ 

 

⑤－２ 特定社会基盤事業者※は、構成設備の

供給者が構成設備の製造環境（開発環境を含

む。）において定められた要員以外がアクセ

スできないよう、アクセス可能な要員を物理

的（監視カメラ等の入退室管理等）かつ論理

□ 

 

［同左］  ［同左］ 

（１）［同左］ 

①－１ 特定社会基盤事業者は、特定社会基盤

事業者等において、特定重要設備に悪意のあ

るコード等が混入していないかを確認するた

めの受入検査その他の検証体制が構築されて

おり脆弱性テストが導入までに実施されたこ

と※を確認している。 

※ 当該特定重要設備の供給者及び当該特定重

要設備の構成設備の供給者によって実施され

たものを除く 

□ 

 

①－２ ［同左］ □  

②－１ ［同左］ □  

②－２ ［同左］ □  

③－１ 特定社会基盤事業者は、特定重要設備

の供給者が、特定重要設備の製造工程（開発

工程を含む。）において、信頼できる品質保

証体制の下開発したことを確認している。 

□ 

 

③－２ ［同左］ □  

④－１ ［同左］ □  

④－２ ［同左］ □  

⑤－１ 特定社会基盤事業者は、特定重要設備

の供給者が特定重要設備の製造環境（開発環

境を含む。）において、定められた要員以外

がアクセスできないよう、アクセス可能な要

員を物理的（監視カメラ等の入退室管理等）

かつ論理的（データやシステム等へのアクセ

ス制御）に適切に制限していたことを確認し

ている。 

□ 

 

⑤－２ 特定社会基盤事業者※は、構成設備の

供給者が構成設備の製造環境（開発環境を含

む。）において、定められた要員以外がアク

セスできないよう、アクセス可能な要員を物

理的（監視カメラ等の入退室管理等）かつ論

□ 

 



 

49
頁
 

的（データやシステム等へのアクセス制御）

に適切に制限していたことを確認している。 

※ 特定重要設備の供給者を通じて確認してい

る場合も含む。 

 

⑥ ［略］ □  

⑦ ［略］ □  

⑧－１ ［略］ □  

⑧－２ ［略］ □  

（２）特定重要設備又は構成設備について、将来的に保守・点検等が必要となることが

見込まれる場合には、当該保守・点検等を行うことができる者が特定重要設備又は構

成設備の供給者に限られるかどうか等の実態も踏まえ、供給者を選定している。 

⑨－１ ［略］ □  

⑨－２ ［略］ □  

⑩－１ ［略］ □  

⑩－２ ［略］ □  

（３）［略］ 

⑪ ［略］ □  

⑫ ［略］ □  

⑬ ［略］ □  

（４）［略］ 

⑭－１ ［略］ □  

⑭－２ ［略］ □  

（５）［略］ 

⑮－１ ［略］ □  

⑮－２ ［略］ □  

⑯ ［略］ □  

（６）特定社会基盤事業者が、特定重要設備及び構成設備の供給者や委託（再委託を含

む。）の相手方に関して、我が国の外部からの影響を判断するに資する情報の提供が

受けられることを契約等により担保している。また、契約締結後も当該情報について

変更があった場合には、適時に情報提供を受けられることを契約等により担保してい

る。 

 

理的（データやシステム等へのアクセス制

御）に適切に制限していたことを確認してい

る。 

※ 特定重要設備の供給者を通じて確認してい

る場合も含む。 

⑥ ［同左］ □  

⑦ ［同左］ □  

⑧－１ ［同左］ □  

⑧－２ ［同左］ □  

（２）特定重要設備又は構成設備について、将来的に保守・点検等が必要となることが

見込まれる場合に、当該保守・点検等を行うことができる者が特定重要設備又は構成

設備の供給者に限られるかどうか等の実態も踏まえ、供給者を選定している。 

⑨－１ ［同左］ □  

⑨－２ ［同左］ □  

⑩－１ ［同左］ □  

⑩－２ ［同左］ □  

（３）［同左］ 

⑪ ［同左］ □  

⑫ ［同左］ □  

⑬ ［同左］ □  

（４）［同左］   

⑭－１ ［同左］ □  

⑭－２ ［同左］ □  

（５）［同左］ 

⑮－１ ［同左］ □  

⑮－２ ［同左］ □  

⑯ ［同左］ □  

（６）特定社会基盤事業者が、特定重要設備及び構成設備の供給者や委託（再委託を含

む。）の相手方に関して、我が国の外部からの影響を判断するに資する情報の提供が

受けられることを契約等により担保している。また、契約締結後も当該情報について

変更があった場合に、適時に情報提供を受けられることを契約等により担保してい

る。 
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⑰ 特定社会基盤事業者は、特定重要設備及び

構成設備の供給者の名称・所在地、役員や資

本関係等、事業計画や実績、設備又は部品を

製造する工場等の所在地、作業に従事する者

の所属・専門性（情報セキュリティに係る資

格・研修実績等）等に関する情報提供を受け

られることを契約等により担保している。 

また、特定社会基盤事業者は、契約締結後

に上記の事項について変更があった場合に

は、適時に情報提供を受けられることを契約

等により担保している。 

□ 

 

その他特記事項 

 

 

 

（記載上の注意） 

１．それぞれの項目の措置を講じている場合には、□に印を付けること。 

 

２．構成設備がＩＳＭＡＰの登録を受けているクラウドサービスである場合には、当該構成設

備及び当該構成設備の一部を構成する構成設備に係る①－２、②－２、③－２、④－２、⑤

－２、⑧－２、⑨－２及び⑩－２の項目に関する記載を、それぞれ省略することができる。 

３．［略］ 

４．①－２、②－２、③－２、④－２、⑤－２、⑧－２、⑨－２、⑩－２、⑭－２及び⑮－２

の項目の措置を講じていることを証する書類は、特定重要設備の供給者又は構成設備の供給

者が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、特定重要設備の供給者又は構成設

備の供給者は、それぞれ特定社会基盤事業者又は特定重要設備の供給者に対し、あらかじ

め、総務大臣に直接に提出することを報告することとし、報告を受けた特定重要設備の供給

者は、特定社会基盤事業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

７．特定重要設備の導入を行うことが緊急やむを得ない場合であった理由 

（１）特定社会基盤役務の提供に支障が生じ、又は生ずるおそれがあったこと。 

⑰ 特定社会基盤事業者は、特定重要設備及び

構成設備の供給者の名称・所在地、役員や資

本関係等、事業計画や実績、設備又は部品を

製造する工場等の所在地、作業に従事する者

の所属・専門性（情報セキュリティに係る資

格・研修実績等）等に関する情報提供を受け

られることを契約等により担保している。 

また、特定社会基盤事業者は、契約締結後

に上記の事項について変更があった場合に、

適時に情報提供を受けることを契約等により

担保している 

□ 

 

 

 

 

 

（記載上の注意） 

１．それぞれの項目の措置を講じている場合には、□に印を付けること。印を付けた項目につ

いては、当該措置を講じていることを証する書類を添付すること。 

２．構成設備がＩＳＭＡＰの登録を受けているクラウドサービスである場合は、当該構成設備

及び当該構成設備の一部を構成する構成設備に係る①－２、②－２、③－２、④－２、⑤－

２、⑧－２、⑨－２、⑩－２の項目に関する記載を、それぞれ省略することができる。 

３．［同左］ 

４．①－２、②－２、③－２、④－２、⑤－２、⑧－２、⑨－２、⑩－２、⑭－２、⑮－２の

項目の措置を講じていることを証する書類は、特定重要設備の供給者又は構成設備の供給者

が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、特定重要設備の供給者又は構成設備

の供給者は、それぞれ特定社会基盤事業者又は特定重要設備の供給者に対し、あらかじめ、

総務大臣に直接に提出することを報告することとし、報告を受けた特定重要設備の供給者

は、特定社会基盤事業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

［新設］ 
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① 特定社会基盤役務の提供に支障

が生じ、又は生ずるおそれがあっ

たことの内容 
 

② ①が生じた時期及び期間  

③ ①により特定社会基盤役務の提

供に対して生じた影響  

④ ①に対する措置のため緊急に導

入を行う必要があった期日  

⑤ 導入等計画書の届出によっては

対応ができなかった理由  

（２）規定の適用を免れる目的で特定社会基盤役務の安定的な提供に支障が生ずるおそれ

を生じさせたものではないこと。 

⑥ ①が生じた原因  

⑦ ①を把握した時期  

⑧ ①の発生を回避することができ

なかった理由 
 

（３）他の事業者から特定重要設備の導入を緊急に行うことが支障の除去又は発生の防止

のために必要であったこと。 

⑨ ①と特定重要設備の関係及び特

定重要設備に生じた支障の内容  

⑩ ⑨と緊急に行わせた導入との関

係  

（４）特定重要設備の導入を緊急に行う以外に適当な方法がなかったこと。 

⑪ 緊急に導入を行う以外に検討し

た他の手段の内容  

⑫ 他の手段によっては①に対応で

きなかった理由  

 

８．［略］ 

注 ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．［同左］ 

注 ［同左］ 
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様式第五（二）（第十条第二項、第二十一条第一項関係） 

 

 

整理番号          

 

 

緊急導入等届出書（特定重要設備の重要維持管理等を行わせた場合） 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第52条第11項の規定

により、特定重要設備の重要維持管理等を行わせたので、次のとおり届け出ます。 

 

［削る］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第七（二）（第十一条第二項関係） 

 

 

 

 

 

緊急導入等届出書（特定重要設備の重要維持管理等を行わせた場合） 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第52条第11項の規定

により、重要維持管理等を行わせたので、次のとおり届け出ます。 

 

１．特定重要設備の重要維持管理等を行わせることが緊急やむを得ない場合であった理由 

（１）特定社会基盤役務の提供に支障が生じ、又は生ずるおそれがあったこと 

① 特定社会基盤役務の提供に生

じた支障又は生ずるおそれの内

容 

 

② ①が生じた時期及び期間  

③ ①により特定社会基盤役務の

提供に対して生じた影響 
 

④ ①に対する措置のため緊急に

重要維持管理等を行わせる必要

があった期日 

 

⑤ 導入等計画書の届出によって

は対応ができなかった理由 
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１．［略］ 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．この様式において「特定社会基盤事業者」とは、この緊急導入等届出書を届け出る特定社

会基盤事業者をいう。 

２．［略］ 

３．［略］ 

４．［略］ 

５．「特定重要設備を設置した場所」及び「特定重要設備を使用している場所」の欄には、特

定重要設備の全部又は一部が設置され又は使用されている全ての場所について、原則とし

て、それぞれの場所の所在する都道府県名までを記載することとし、国外に所在する場合に

は、これらに相当するものを記載すること。ただし、特定重要設備の全部又は一部がクラウ

（２）規定の適用を免れる目的で特定社会基盤役務の安定的な提供に支障が生ずるおそれ

を生じさせたものではないこと 

① （１）①が生じた原因  

② （１）①を把握した時期  

③ （１）①の発生を回避できな

かった理由 
 

（３）他の事業者に委託して重要維持管理等を緊急に行わせることが支障の除去又は発生

の防止のために必要であったこと 

① （１）①と特定重要設備の関

係及び特定重要設備に生じた支

障の内容 

 

② （３）①と緊急に行わせた重

要維持管理等との関係 

 

（４）特定重要設備の重要維持管理等を緊急に行わせる他に適当な方法がなかったこと 

① 緊急に重要維持管理等を行わ

せる以外に検討した他の手段の

内容 

 

② 他の手段によっては（１）①

に対応できなかった理由 

 

 

２．［同左］ 

［表同左］ 

（記載上の注意） 

［新設］ 

 

１．［同左］ 

２．［同左］ 

３．［同左］ 

４．「特定重要設備を設置した場所」及び「特定重要設備を使用している場所」の欄には、そ

れぞれの場所の所在する少なくとも都道府県名までを記載することとし、国外に所在する場

合は、これらに相当するものを記載すること。 

 



 

54
頁
 

ドサービスである場合には、都道府県名の記載に代えて、当該クラウドサービスのリージョ

ンを記載することができる。 

６．５．のうち、特定重要設備の全部又は構成設備がクラウドサービスである場合には、「特

定重要設備を設置した場所」の欄に、その所在地と併せて当該クラウドサービスを提供する

事業者名を記載すること。 

７．５．のうち、構成設備（クラウドサービスである場合を除く。）をデータセンターに設置

する場合には、「特定重要設備を設置した場所」の欄に、その所在地と併せて当該データセ

ンターを提供する事業者名を記載すること。 

 

２．重要維持管理等の委託の内容及び時期又は期間 

［表略］ 

（記載上の注意） 

「重要維持管理等を行わせた時期又は期間」の欄には、単発・継続性のない重要維持管理等

の委託の場合には当該重要維持管理等を行わせた時期を、反復・継続的な重要維持管理等の委

託の場合には当該重要維持管理等を行わせる期間を記載すること。 

 

３．重要維持管理等の委託の相手方に関する事項 

（１）重要維持管理等の委託の相手方 

名称 

 

 

代表者の氏名  

住所  

法人番号  

［略］  

（記載上の注意） 

１．「名称」の欄には、個人である場合には、氏名を記載すること。この場合には、「代表

者」の氏名の欄は、空欄とすること（以下この様式において同じ。）。 

２．「法人番号」の欄には、個人又は国税庁長官から法人番号の指定を受けていない法人の

場合には、空欄とすること（以下この様式において同じ。）。 

３．「設立準拠法国等」の欄にはその設立に当たって準拠した法令を制定した国又は地域の

名称（個人である場合には、国籍等。以下この様式において同じ。）を記載すること。 

 

 

 

［新設］ 

 

 

［新設］ 

 

 

 

３．重要維持管理等の委託の内容及び時期又は期間 

［表同左］ 

（記載上の注意） 

「重要維持管理等を行わせた時期又は期間」の欄には、単発・継続性のない重要維持管理等

の委託の場合は当該重要維持管理等を行わせた時期を、反復・継続的な重要維持管理等の委託

の場合は当該重要維持管理等を行わせる期間を記載すること。 

 

４．重要維持管理等の委託の相手方に関する事項 

（１）重要維持管理等の委託の相手方 

名称及び代表者の氏

名 

 

住所 

 

 

 

［同左］  

（記載上の注意） 

１．個人である場合にあっては、「名称及び代表者の氏名」の欄には氏名を記載すること

（以下この様式において同じ。）。 

［新設］ 

 

２．「設立準拠法国等」の欄にはその設立に当たって準拠した法令を制定した国又は地域の

名称を記載すること（個人である場合にあっては国籍等を記載すること。以下この様式に

おいて同じ。）。 
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４．「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、個人である場合には、当該個人が総務大臣 

に直接に提出することができる。このとき、当該個人は、特定社会基盤事業者に対し、あ

らかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

 

 

（２）重要維持管理等の委託の相手方の総株主等の議決権の５％以上を直接に保有する者 

 名称 法人番号 設立準拠法国

等 

議決権保有割合

（％） 

確認した年月日 

①      

②      

③      

④      

⑤      

⑥      

⑦      

⑧      

（記載上の注意） 

１．議決権保有割合は、届出の日前６月以内の日における総株主等の議決権の数に占める割合

を、小数点以下第３位を四捨五入して記載すること（以下この様式において同じ。）。 

［削る］ 

 

 

２．「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、個人である場合には、重要維持管理等の委託

の相手方が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該委託の相手方は、特定

社会基盤事業者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとす

る。 

 

（３）重要維持管理等の委託の相手方の役員 

［表略］ 

（記載上の注意） 

 

 

 

 

３．個人である場合にあっては、「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、当該個人が総

務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該個人は、特定社会基盤事業者に対

し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする（以下この様式に

おいて同じ。）。 

 

（２）重要維持管理等の委託の相手方の総株主等の議決権の５％以上を直接保有する者 

 名称又は氏名 設立準拠法国等又は 

国籍等 

議決権保有割合（％） 

（確認した年月日） 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    

（記載上の注意） 

１．議決権保有割合は、届出の日前２月以内の日における総株主等の議決権の数に占める割合

を、小数点以下第３位を四捨五入して記載すること（以下この様式において同じ。）。 

２．「設立準拠法国等又は国籍等」の欄は、議決権を保有する者が法人である場合には当該法

人の設立準拠法国等を、個人である場合には当該個人の国籍等を記載すること（以下この様

式において同じ。）。 

３．「設立準拠法国等又は国籍等」の欄に記載する情報は、重要維持管理等の委託の相手方が

総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該委託の相手方は、特定社会基盤事

業者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

 

 

（３）重要維持管理等の委託の相手方の役員 

［表同左］ 

（記載上の注意） 
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１．委託の相手方が特定社会基盤事業者又は経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の

確保の推進に関する法律施行令（以下この様式において「令」という。）第10条第１項各号

に掲げる者である場合には、本項の記載を省略することができる。 

２．「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報並びに当該情報に係る第９条第２項第２

号に掲げる書類は、重要維持管理等の委託の相手方が総務大臣に直接に提出することができ

る。このとき、当該委託の相手方は、特定社会基盤事業者に対し、あらかじめ、総務大臣に

直接に提出することを報告することとする。 

 

（４）重要維持管理等の委託の相手方における外国政府等との取引に係る売上高の割合 

［表略］ 

（記載上の注意） 

１．委託の相手方が令第10条第１項各号に掲げる者である場合には、本項の記載を省略するこ

とができる。 

２．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか１の事業年度に

おける重要維持管理等の委託の相手方の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属する外

国政府等との取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合には「該

当あり」に印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けること。 

３．［略］ 

 

４．重要維持管理等の再委託に関する事項 

（
１
）

［
略
］ 

［略］  

［略］  

［略］  

（
２
）
再
委
託
の
相
手
方 

名称 

 

代表者の氏名  

住所  

法人番号  

［略］  

「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報及び当該情報に係る第10条第２項第２号に

掲げる書類は、重要維持管理等の委託の相手方が総務大臣に直接に提出することができる。こ

のとき、当該委託の相手方は、特定社会基盤事業者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提

出することを報告することとする。 

 

 

 

 

（４）重要維持管理等の委託の相手方における外国政府等との取引に係る売上高の割合 

［表同左］ 

（記載上の注意） 

［新設］ 

 

１．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか一の事業年度に

おける重要維持管理等の委託の相手方の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属する外

国政府等との取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合は「該当

あり」に印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けること。 

２．［同左］ 

 

５．重要維持管理等の再委託に関する事項 

（
１
） 

［
同
左
］ 

［同左］  

［同左］  

［同左］  

（
２
）
再
委
託
の
相
手
方 

名称及び代表者の氏名 

 

住所  

［同左］  
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（
３
）
再
委
託
の
相
手
方
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
５
％
以

上
を
直
接
に
保
有
す
る
者 

 

 名称 法人番号 設立準拠

法国等 

議決権保有

割合（％） 

確認した年

月日 

①      

②      

③      

④      

⑤      

⑥      

⑦      

⑧      

 

 

（
４
）
［
略
］ 

 

 ［略］ ［略］ ［略］ 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    

 

 

（
３
）
再
委
託
の
相
手
方
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
５
％
以

上
を
直
接
に
保
有
す
る
者 

 

 名称又は氏名 設立準拠法国等又は

国籍等 

議決権保有割合（％） 

（確認した年月日） 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    

 

 

（
４
）
［
同
左
］ 

 

 ［同左］ ［同左］ ［同左］ 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

⑦    

⑧    

 

 



 

58
頁
 

（
５
）
［
略
］ 

 

［略］ 

［略］ ［略］ ［略］ 

   

   
 

（記載上の注意） 

１．再委託を受けた者が他の事業者に再委託して重要維持管理等を行わせた場合には、当該再

委託した重要維持管理等の内容及び時期又は期間並びに当該再委託の相手方に関する事項も

記載すること。 

２．「重要維持管理等を再委託して行わせた時期又は期間」の欄には、単発・継続性のない重

要維持管理等の再委託の場合には当該重要維持管理等を行わせた時期を、反復・継続的な重

要維持管理等の再委託の場合には当該重要維持管理等を行わせる期間を記載すること。 

３．再委託の相手方が令第10条第１項各号に掲げる者である場合には、（４）及び（５）の項

の記載を省略することができる。 

４．第17条第１項の規定に基づき、重要維持管理等の再委託に関する事項（当該重要維持管理

等の再委託に係る第15条第３号に掲げる事項を除く。）の記載を省略するときは、同項各号

に掲げる場合に該当することを証する書類を添付するとともに、講じた措置を「５．緊急導

入等届出書の届出の例外」の備考の欄に記載すること。 

５．（２）及び（３）の「設立準拠法国等」の欄に記載する情報は、個人である場合には、重

要維持管理等の再委託の相手方が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該

再委託の相手方は、重要維持管理等の委託の相手方に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に

提出することを報告することとする。 

６．（４）の「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報並びに当該情報に係る第９条第

２項第２号に掲げる書類は、重要維持管理等の再委託の相手方が総務大臣に直接に提出する

ことができる。このとき、当該再委託の相手方は、重要維持管理等の委託の相手方に対し、

あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

７．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか１の事業年度に

おける重要維持管理等の再委託の相手方の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属する

外国政府等との取引に係る売上高の合計額の占める割合が100分の25以上である場合には

（５）の「該当あり」に印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けること。 

８．［略］ 

（
５
）
［
同
左
］ 

 

［同左］ 

［同左］ ［同左］ ［同左］ 

   

   
 

（記載上の注意） 

１．再委託を受けた者が他の事業者に再委託して重要維持管理等を行わせた場合にあっては、

当該再委託した重要維持管理等の内容及び時期又は期間並びに当該再委託の相手方に関する

事項も記載すること。 

２．「重要維持管理等を再委託して行わせた時期又は期間」の欄には、単発・継続性のない重

要維持管理等の再委託の場合は当該重要維持管理等を行わせた時期を、反復・継続的な重要

維持管理等の再委託の場合は当該重要維持管理等を行わせる期間を記載すること。 

［新設］ 

 

３．第18条の規定に基づき、重要維持管理等の再委託に関する事項（当該重要維持管理等の再

委託に係る第16条第３号に掲げる事項を除く。）の記載を省略するときは、その旨をそれぞ

れの記載事項に該当する欄に記載した上で、第18条各号に掲げる場合に該当することを証す

る書類を添付するとともに、講じた措置の概要を「７．備考」の欄に記載すること。 

４．（３）の「設立準拠法国等又は国籍等」の欄に記載する情報は、重要維持管理等の再委託

の相手方が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該再委託の相手方は、重

要維持管理等の委託の相手方に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告す

ることとする。 

５．（４）の「生年月日」及び「国籍等」の欄に記載する情報及び当該情報に係る第10条第２

項第２号に掲げる書類は、重要維持管理等の再委託の相手方が総務大臣に直接に提出するこ

とができる。このとき、当該再委託の相手方は、重要維持管理等の委託の相手方に対し、あ

らかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとする。 

６．届出の日の２月前の日以前に終了した直近の３事業年度のうち、いずれか一の事業年度に

おける重要維持管理等の再委託の相手方の売上高の総額のうちに同一の国又は地域に属する

外国政府等との取引に係る売上高の合計額の占める割合が 100分の25以上である場合は

（５）の「該当あり」に印を付け、それ以外の場合には「該当なし」に印を付けること。 

７．［同左］ 
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９．５.、６.又は８.の規定により報告を受けた重要維持管理等の委託の相手方は、特定社会

基盤事業者に対し、当該規定による報告を受けた旨を報告することとする。 

 

５．緊急導入等届出書の届出の例外 

項目 チェック 備考 

（１）特定社会基盤事業者が、当該再委託に係る第15

条第１号及び第２号に掲げる事項を把握するための

措置を講じていること。 
□  

（２）特定社会基盤事業者又は当該再委託を受けた者

に再委託した者が、当該再委託を受けた者において

次に掲げる措置が講じられていることを確認するた

めに必要な措置を講じていること。 

□  

① 当該再委託を受けた者が、再委託された重要維持管理等を行う区域を

特定し、特定された当該区域への立入りを制限することその他の当該区

域への不正なアクセスを予防するための措置 

 

  

 

② 当該再委託を受けた者が、再委託された重要維持管理等に係る業務に

従事する職員による特定重要設備の重要維持管理等に関する記録の保管

のための手順及びその確認の手順を定め、これを遵守させることその他

の方法により、重要維持管理等を行う特定重要設備に対する不正な操作

又は不正な行為の有無について定期に又は随時に、監査するための措置 
 

 

 

６．重要維持管理等の委託に当たって特定社会基盤事業者が講ずる特定妨害行為を防止するため

の措置に係る事項 

［略］ チェック ［略］ 

（１）［略］ 

① ［略］ □  

② ［略］ □  

８．４、５又は７の規定により報告を受けた重要維持管理等の委託の相手方は、特定社会基盤

事業者に対し、当該規定による報告を受けた旨を報告することとする。 

 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．重要維持管理等の委託に当たって特定社会基盤事業者が講ずる特定妨害行為を防止するため

の措置 

［同左］  ［同左］ 

（１）［同左］ 

① ［同左］ □  

② ［同左］ □  
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③ ［略］ □  

④ ［略］ □  

⑤ ［略］ □  

（２）［略］ 

⑥ 特定社会基盤事業者は、委託の相手方が再

委託を行うに当たり、特定社会基盤事業者の

承認を得ることを要件としており、再委託の

相手方等に対しても、更に再委託を行う場合

には、特定社会基盤事業者の承認を受けるこ

と等を要件として課していることを確認して

いる。 

□  

⑦ ［略］ □  

（３）［略］ 

⑧ ［略］ □  

（４）［略］ 

⑨－１ ［略］ □  

⑨－２ ［略］ □  

（５）［略］ 

⑩－１ ［略］ □  

⑩－２ ［略］ □  

⑪ ［略］ □  

（６）特定社会基盤事業者が、特定重要設備及び構成設備の供給者や委託（再委託を含

む。）の相手方に関して、我が国の外部からの影響を判断するに資する情報の提供が受

けられることを契約等により担保している。また、契約締結後も当該情報について変更

があった場合には、適時に情報提供を受けられることを契約等により担保している。 

⑫ 特定社会基盤事業者は、委託の相手方及び

再委託の相手方等の名称・所在地、役員や資

本関係等、事業計画や実績、重要維持管理等

の実施場所、作業に従事する者の所属・専門

性（情報セキュリティに係る資格・研修実績

等）等に関する情報提供を受けられることを

契約等により担保している。 

□ 

 

③ ［同左］ □  

④ ［同左］ □  

⑤ ［同左］ □  

（２）［同左］ 

⑥ 特定社会基盤事業者は、委託の相手方が再

委託を行うに当たり、特定社会基盤事業者の

承認を得ることを要件としており、再委託の

相手方等に対しても、更に再委託を行う場合

には特定社会基盤事業者の承認を受けること

等を要件として課していることを確認してい

る。 

□  

⑦ ［同左］ □  

（３）［同左］ 

⑧ ［同左］ □  

（４）［同左］ 

⑨－１ ［同左］ □  

⑨－２ ［同左］ □  

（５）［同左］ 

⑩－１ ［同左］ □  

⑩－２ ［同左］ □  

⑪ ［同左］ □  

（６）特定社会基盤事業者が、特定重要設備及び構成設備の供給者や委託（再委託を含

む。）の相手方に関して、我が国の外部からの影響を判断するに資する情報の提供が受

けられることを契約等により担保している。また、契約締結後も当該情報について変更

があった場合に、適時に情報提供を受けられることを契約等により担保している。 

⑫ 特定社会基盤事業者は、委託の相手方及び

再委託の相手方等の名称・所在地、役員や資

本関係等、事業計画や実績、重要維持管理等

の実施場所、作業に従事する者の所属・専門

性（情報セキュリティに係る資格・研修実績

等）等に関する情報提供を受けられることを

契約等により担保している。 

□ 
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また、特定社会基盤事業者は、契約締結後

に上記の事項について変更があった場合に

は、適時に情報提供を受けられることを契約

等により担保している。 

その他特記事項 

 

 

 

 

 

（記載上の注意） 

１．それぞれの項目の措置を講じている場合には、□に印を付けること。 

 

２．［略］  

３．①、③、④、⑤、⑧、⑨－２及び⑩－２の項目の措置を講じていることを証する書類（①

、③、④、⑤及び⑧については再委託の相手方等に関するものに限る。）は、重要維持管理

等の委託の相手方又は再委託の相手方等が総務大臣に直接に提出することができる。このと

き、重要維持管理等の委託の相手方又は再委託の相手方等は、それぞれ特定社会基盤事業者

又は重要維持管理等の委託の相手方に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを

報告することとし、報告を受けた重要維持管理等の委託の相手方は、特定社会基盤事業者に

対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

７．特定重要設備の重要維持管理等を行わせることが緊急やむを得ない場合であった理由 

（１）特定社会基盤役務の提供に支障が生じ、又は生ずるおそれがあったこと。 

① 特定社会基盤役務の提供に支

障が生じ、又は生ずるおそれが

あったことの内容 
 

② ①が生じた時期及び期間  

③ ①により特定社会基盤役務の

提供に対して生じた影響  

また、特定社会基盤事業者は、契約締結後

に上記の事項について変更があった場合に、

適時に情報提供を受けることを契約等により

担保している。 

 

 

 

 

 

 

 

（記載上の注意） 

１．それぞれの項目の措置を講じている場合には、□に印を付けること。印を付けた項目につ

いては、当該措置を講じていることを証する書類を添付すること。 

２．［同左］ 

３．①、③、④、⑤、⑧、⑨－２、⑩－２の項目の措置を講じていることを証する書類（①、

③、④、⑤、⑧については再委託の相手方等に関するものに限る。）は、重要維持管理等の

委託の相手方又は再委託の相手方等が総務大臣に直接に提出することができる。このとき、

重要維持管理等の委託の相手方又は再委託の相手方等は、それぞれ特定社会基盤事業者又は

重要維持管理等の委託の相手方に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告

することとし、報告を受けた重要維持管理等の委託の相手方は、特定社会基盤事業者に対

し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

［新設］ 
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④ ①に対する措置のため緊急に

重要維持管理等を行わせる必要

があった期日 
 

⑤ 導入等計画書の届出によって

は対応ができなかった理由  

（２）規定の適用を免れる目的で特定社会基盤役務の安定的な提供に支障が生ずるおそれ

を生じさせたものではないこと。 

⑥ ①が生じた原因  

⑦ ①を把握した時期  

⑧ ①の発生を回避することがで

きなかった理由  

（３）他の事業者に委託して重要維持管理等を緊急に行わせることが支障の除去又は発生

の防止のために必要であったこと。 
⑨ ①と特定重要設備の関係及び

特定重要設備に生じた支障の内

容 
 

⑩ ⑨と緊急に行わせた重要維持

管理等との関係  

（４）特定重要設備の重要維持管理等を緊急に行わせる他に適当な方法がなかったこと。 

⑪ 緊急に重要維持管理等を行わ

せる以外に検討した他の手段の

内容 
 

⑫ 他の手段によっては①に対応

できなかった理由  

８．［略］ 

 

注 ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．［同左］ 

 

注 ［同左］ 

 

様式第六（第二十条関係） 

［略］ 

様式第八（第二十一条関係） 

［同左］ 
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様式第七（一）（第二十三条第二項及び第六項関係） 

 

導入等計画書の変更の案 

（特定重要設備の導入を行う場合） 

 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第54条第１項の規定

により、導入等計画書の変更を行うので、次のとおり届け出ます。 

 

１．変更を行う届出 
整理番号  

導入等計画書の届出をした年月日  

２．変更の内容 

変更事項 変更前 変更後 変更の時期 
    

    

    

３．変更の理由  

４．備考  

 

 

様式第九（一）（第二十四条第二項及び第五項関係） 

 

導入等計画書の変更の案 

（特定重要設備の導入を行う場合） 

 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第54条第１項の規定

により、導入等計画書の変更を行うので、次のとおり届け出ます。 

 

１．変更を行う届

出 

届出年月日 

導入等計画書の届出をした年月

日 
 

変更の届出又は報告をした年月

日（複数あるときは、その直近

のもの） 

 

特定重要設

備の種類及

び名称 

 

２．変更事項  

３．変更の内容 
変更前 変更後 

  

４．変更の理由  
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（記載上の注意） 

１．「１．変更を行う届出」の「整理番号」は、導入等計画書の届出時に付与された番号を記

載すること。 

 

２．特定社会基盤事業者以外の者が、総務大臣に直接に提出することができる項目について変

更をする場合には、当該変更をする者が、当該変更の内容及び当該変更の内容を証する書類

について総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該変更をする者は、特定社

会基盤事業者又は特定重要設備の供給者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出するこ

とを報告することとし、報告を受けた特定重要設備の供給者は、遅滞なく、特定社会基盤事

業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

注 ［略］ 

 

５．変更の時期  

６．備考  

 

（記載上の注意） 

１．「１．変更を行う届出」の「変更の届出又は報告をした年月日（複数あるときは、その直

近のもの）」の欄には、この届出を除き、届出又は報告をした直近のものの年月日を記載す

ること。 

２．特定社会基盤事業者以外の者が、総務大臣に直接に提出することができる項目について変

更をする場合は、当該変更をする者が、当該変更の内容及び当該変更の内容を証する書類に

ついて総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該変更をする者は、特定社会

基盤事業者又は特定重要設備の供給者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出すること

を報告することとし、報告を受けた特定重要設備の供給者は、遅滞なく、特定社会基盤事業

者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

注 ［同左］ 

 

様式第七（二）（第二十三条第二項及び第六項関係） 

 

導入等計画書 

緊急導入等届出書 
の変更の案 

（特定重要設備の重要維持管理等を行わせる場合） 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

様式第九（二）（第二十四条第二項及び第五項関係） 

 

導入等計画書 

緊急導入等届出書 
の変更の案 

（特定重要設備の重要維持管理等を行わせる場合） 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         
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経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第54条第１項の規定

により、導入等計画書の変更（第54条第５項において準用する同条第１項の規定により、緊急導

入等届出書の変更）を行うので、次のとおり届け出ます。 

 

１．変更を行う届出 
整理番号  

導入等計画書（緊急導入等届出書）の届出をし

た年月日 
 

２．変更の内容 

変更事項 変更前 変更後 変更の時期 

    

    

    

３．変更の理由  

４．備考  

 

 

（記載上の注意） 

１．「１．変更を行う届出」の「整理番号」は、導入等計画書（緊急導入等届出書）の届出時

に付与された番号を記載すること。 

 

２．特定社会基盤事業者以外の者が、総務大臣に直接に提出することができる項目について変

更をする場合には、当該変更をする者が、当該変更の内容及び当該変更の内容を証する書類

について総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該変更をする者は、特定社

会基盤事業者又は重要維持管理等の委託の相手方に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提

出することを報告することとし、報告を受けた重要維持管理等の委託の相手方は、遅滞な

く、特定社会基盤事業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第54条第１項の規定

により、導入等計画書の変更（第54条第５項において準用する同条第１項の規定により、緊急導

入等届出書の変更）を行うので、次のとおり届け出ます。 

 

１．変更を行う届

出 

届出年月日 

導入等計画書（緊急導入等届出

書）の届出をした年月日 

 

変更の届出又は報告をした年月

日（複数あるときは、その直近

のもの） 

 

特定重要設

備の種類及

び名称 

 

重要維持管

理等の委託

の内容 

 

２．変更事項  

３．変更の内容 
変更前 変更後 

  

４．変更の理由  

５．変更の時期  

６．備考  

（記載上の注意）  

１．「１．変更を行う届出」の「変更の届出又は報告をした年月日（複数あるときは、その直

近のもの）」の欄には、この届出を除き、届出又は報告をした直近のものの年月日を記載す

ること。 

２．特定社会基盤事業者以外の者が、総務大臣に直接に提出することができる項目について変

更をする場合は、当該変更をする者が、当該変更の内容及び当該変更の内容を証する書類に

ついて総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該変更をする者は、特定社会

基盤事業者又は重要維持管理等の委託の相手方に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出

することを報告することとし、報告を受けた重要維持管理等の委託の相手方は、遅滞なく、

特定社会基盤事業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 
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注 ［略］ 

 

注 ［同左］ 

 

様式第八（一）（第二十三条第八項関係） 

 

変更の内容を記載した導入等計画書 

（特定重要設備の導入を行う場合の導入等計画書の変更をした場合） 

 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第54条第１項ただし

書の規定により、導入等計画書の変更をしたので、同条第３項に基づき、次のとおり届け出ま

す。 

 

Ⅰ．変更の内容 

１．変更をした届出 
整理番号  

導入等計画書の届出をした年月日  

２．変更の内容 

変更事項 変更前 変更後 変更の時期 

    

    

    

様式第十（一）（第二十四条第六項関係） 

 

変更の内容を記載した導入等計画書 

（特定重要設備の導入を行う場合の導入等計画書の変更をした場合） 

 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第54条第１項の規定

により、導入等計画書の変更をしたので、同条第３項に基づき、次のとおり届け出ます。 

 

 

１．変更の内容 

（１）変更をした届

出 

届 出 年 月

日 

導入等計画書の届出をした年月

日 

 

変更の届出又は報告をした年月

日（複数あるときは、その直近

のもの） 

 

特 定 重 要

設 備 の 種

類 及 び 名

称 

 

（２）変更事項  
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３．変更の理由  

４．備考  

 

 

 

（記載上の注意） 

１．「１．変更をした届出」の「整理番号」は、導入等計画書の届出時に付与された番号を記

載すること。 

 

２．特定社会基盤事業者以外の者が、総務大臣に直接に提出することができる項目について変

更をした場合には、当該変更をした者が、当該変更の内容及び当該変更の内容を証する書類

について総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該変更をした者は、特定社

会基盤事業者又は特定重要設備の供給者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出するこ

とを報告することとし、報告を受けた特定重要設備の供給者は、遅滞なく、特定社会基盤事

業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

Ⅱ．特定重要設備の導入を行う場合の導入等計画書の変更をすることが緊急やむを得ない場合で

あった理由 

（１）特定社会基盤役務の提供に支障が生じ、又は生ずるおそれがあったこと。 

① 特定社会基盤役務の提供に支

障が生じ、又は生ずるおそれが

あったことの内容 

 

② ［略］  

③ ［略］  

④ ［略］  

⑤ ［略］  

（２）規定の適用を免れる目的で特定社会基盤役務の安定的な提供に支障が生ずるおそれを

生じさせたものではないこと。 

（３）変更の内容 変更前 変更後 

  

（４）変更の理由  

（５）変更の時期  

（６）備考  

（記載上の注意） 

１．「（１）変更をした届出」の「変更の届出又は報告をした年月日（複数あるときは、その

直近のもの）」の欄には、この届出を除き、届出又は報告をした直近のものの年月日を記載

すること。 

２．特定社会基盤事業者以外の者が、総務大臣に直接に提出することができる項目について変

更をした場合は、当該変更をした者が、当該変更の内容及び当該変更の内容を証する書類に

ついて総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該変更をした者は、特定社会

基盤事業者又は特定重要設備の供給者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出すること

を報告することとし、報告を受けた特定重要設備の供給者は、遅滞なく、特定社会基盤事業

者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

２．特定重要設備の導入を行う場合の導入等計画書の変更をすることが緊急やむを得ない場合で

あった理由 

（１）特定社会基盤役務の提供に支障が生じ、又は生ずるおそれがあったこと 

① 特定社会基盤役務の提供に生

じた支障又は生ずるおそれの内

容 

 

② ［同左］  

③ ［同左］  

④ ［同左］  

⑤ ［同左］  

（２）規定の適用を免れる目的で特定社会基盤役務の安定的な提供に支障が生ずるおそれを

生じさせたものではないこと 
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① ［略］  

② ［略］  

③ ［略］  

（３）他の事業者から特定重要設備の導入を緊急に行うことが支障の除去又は発生の防止の

ために必要であったこと。 

① ［略］  

② ［略］  

（４）特定重要設備の導入を緊急に行う以外に適当な方法がなかったこと。 

① ［略］  

② ［略］  

 

注 ［略］ 

 

① ［同左］  

② ［同左］  

③ ［同左］  

（３）他の事業者から特定重要設備の導入を緊急に行うことが支障の除去又は発生の防止の

ために必要であったこと 

① ［同左］  

② ［同左］  

（４）特定重要設備の導入を緊急に行う他に適当な方法がなかったこと 

① ［同左］  

② ［同左］  

 

注 ［同左］ 

 

様式第八（二）（第二十三条第八項関係） 

 

変更の内容を記載した 
導入等計画書 

緊急導入等届出書 

（重要維持管理等を行わせる場合の導入等計画書（緊急導入等届出書）の 

変更をした場合） 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

様式第十（二）（第二十四条第六項関係） 

 

変更の内容を記載した 
導入等計画書 

緊急導入等届出書 

（重要維持管理等を行わせる場合の導入等計画書（緊急導入等届出書）の 

変更をした場合） 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         
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経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第54条第１項の規定

により、導入等計画書の変更（第54条第５項において準用する同条第１項の規定により、緊急導

入等届出書の変更）をしたので、同条第３項（同条第５項において準用する同条第３項）に基づ

き、次のとおり届け出ます。 

 

Ⅰ．変更の内容 

１．変更をした届出 
整理番号  

導入等計画書（緊急導入等届出書）の届出をした

年月日  

２．変更の内容 

変更事項 変更前 変更後 変更の時期 

    

    

    

３．変更の理由  

４．備考  

 

 

 

（記載上の注意） 

１．「１．変更をした届出」の「整理番号」は、導入等計画書（緊急導入等届出書）の届出時

に付与された番号を記載すること。 

 

２．特定社会基盤事業者以外の者が、総務大臣に直接に提出することができる項目について変

更をした場合には、当該変更をした者が、当該変更の内容及び当該変更の内容を証する書類

について総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該変更をした者は、特定社

会基盤事業者又は重要維持管理等の委託の相手方に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提

 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第54条第１項の規定

により、導入等計画書の変更（第54条第５項において準用する同条第１項の規定により、緊急導

入等届出書の変更）をしたので、同条第３項に基づき、次のとおり届け出ます。 

 

 

１．変更の内容 

（１）変更をした届

出 

届出年月日 

導入等計画書（緊急導入

等届出書）の届出をした

年月日 

 

変更の届出又は報告をし

た年月日（複数あるとき

は、その直近のもの） 

 

特定重要設備の

種類及び名称 

 

重要維持管理等

の委託の内容 

 

（２）変更事項  

（３）変更の内容 

変更前 変更後 

  

（４）変更の理由  

（５）変更の時期  

（６）備考  

（記載上の注意） 

１．「（１）変更をした届出」の「変更の届出又は報告をした年月日（複数あるときは、その

直近のもの）」の欄には、この届出を除き、届出又は報告をした直近のものの年月日を記載

すること。 

２．特定社会基盤事業者以外の者が、総務大臣に直接に提出することができる項目について変

更をした場合は、当該変更をした者が、当該変更の内容及び当該変更の内容を証する書類に

ついて総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該変更をした者は、特定社会

基盤事業者又は重要維持管理等の委託の相手方に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出
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出することを報告することとし、報告を受けた重要維持管理等の委託の相手方は、遅滞な

く、特定社会基盤事業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

Ⅱ．特定重要設備の重要維持管理等を行わせる場合の導入等計画書の変更をすることが緊急やむ

を得ない場合であった理由 

（１）特定社会基盤役務の提供に支障が生じ、又は生ずるおそれがあったこと。 

① 特定社会基盤役務の提供に支

障が生じ、又は生ずるおそれが

あったことの内容 

 

② ［略］  

③ ［略］  

④ ［略］  

⑤ ［略］  

（２）規定の適用を免れる目的で特定社会基盤役務の安定的な提供に支障が生ずるおそれを

生じさせたものではないこと。 

① ［略］  

② ［略］  

③ ［略］  

（３）他の事業者に委託して重要維持管理等を緊急に行わせることが支障の除去又は発生の

防止のために必要であったこと。 

① ［略］  

② ［略］  

（４）特定重要設備の重要維持管理等を緊急に行わせる他に適当な方法がなかったこと。 

① ［略］  

② ［略］  

 

注 ［略］ 

 

することを報告することとし、報告を受けた重要維持管理等の委託の相手方は、遅滞なく、

特定社会基盤事業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

２．特定重要設備の重要維持管理等を行わせる場合の導入等計画書の変更をすることが緊急やむ

を得ない場合であった理由 

（１）特定社会基盤役務の提供に支障が生じ、又は生ずるおそれがあったこと 

① 特定社会基盤役務の提供に生

じた支障又は生ずるおそれの内

容 

 

② ［同左］  

③ ［同左］  

④ ［同左］  

⑤ ［同左］  

（２）規定の適用を免れる目的で特定社会基盤役務の安定的な提供に支障が生ずるおそれを

生じさせたものではないこと 

① ［同左］  

② ［同左］  

③ ［同左］  

（３）他の事業者に委託して重要維持管理等を緊急に行わせることが支障の除去又は発生の

防止のために必要であったこと 

① ［同左］  

② ［同左］  

（４）特定重要設備の重要維持管理等を緊急に行わせる他に適当な方法がなかったこと 

① ［同左］  

② ［同左］  

 

注 ［同左］ 

 

様式第九（一）（第二十五条第一項関係） 

 

導入等計画書の変更の報告書 

様式第十一（一）（第二十六条第一項関係） 

 

導入等計画書の変更の報告書 
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（特定重要設備の導入を行う場合の導入等計画書の変更をした場合） 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

導入等計画書に係る事項につき変更をしたので、経済施策を一体的に講ずることによる安全保

障の確保の推進に関する法律第54条第４項の規定により、次のとおり報告します。 

 

１．変更をした届出 

整理番号 
 

導入等計画書の届出をした年月日  

２．変更の内容 

変更事項 変更前 変更後 変更の時期 

    

    

    

３．変更の理由  

４．備考  

 

 

 

 

 

（記載上の注意） 

（特定重要設備の導入を行う場合の導入等計画書の変更をした場合） 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

導入等計画書に係る事項につき変更をしたので、経済施策を一体的に講ずることによる安全保

障の確保の推進に関する法律第54条第４項の規定により、次のとおり報告します。 

 

１．変更をした届

出 

届出年月日 

導入等計画書の届出をした年月

日 

 

変更の届出又は報告をした年月

日（複数あるときは、その直近

のもの） 

 

特定重要設

備の種類及

び名称 

 

２．変更事項  

３．変更の内容 

変更前 変更後 

  

４．変更の理由  

５．変更の時期  

６．備考  

（記載上の注意） 
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１．「１．変更をした届出」の「整理番号」は、導入等計画書の届出時に付与された番号を記

載すること。 

 

２．特定社会基盤事業者以外の者が、総務大臣に直接に提出することができる項目について変

更をした場合には、当該変更をした者が、当該変更の内容及び当該変更の内容を証する書類

について総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該変更をした者は、特定社

会基盤事業者又は特定重要設備の供給者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出するこ

とを報告することとし、報告を受けた特定重要設備の供給者は、遅滞なく、特定社会基盤事

業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

注 ［略］ 

 

１．「１．変更をした届出」の「変更の届出又は報告をした年月日（複数あるときは、その直

近のもの）」の欄には、この報告を除き、届出又は報告をした直近のものの年月日を記載す

ること。 

２．特定社会基盤事業者以外の者が、総務大臣に直接に提出することができる項目について変

更をした場合は、当該変更をした者が、当該変更の内容及び当該変更の内容を証する書類に

ついて総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該変更をした者は、特定社会

基盤事業者又は特定重要設備の供給者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出すること

を報告することとし、報告を受けた特定重要設備の供給者は、遅滞なく、特定社会基盤事業

者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

注 ［同左］ 

 

様式第九（二）（第二十五条第一項関係） 

 

導入等計画書 
の変更の報告書 

緊急導入等届出書 

（重要維持管理等を行わせる場合の導入等計画書（緊急導入等届出書）の変更をした場合） 

 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

 

導入等計画書（緊急導入等届出書）に係る事項につき変更をしたので、経済施策を一体的に講

ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第54条第４項（第54条第５項において準用す

る同条第４項）の規定により、次のとおり報告します。 

 

 

様式第十一（二）（第二十六条第一項関係） 

 

導入等計画書 
の変更の報告書 

緊急導入等届出書 

（重要維持管理等を行わせる場合の導入等計画書（緊急導入等届出書）の変更をした場合） 

 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

 

導入等計画書（緊急導入等届出書）に係る事項につき変更をしたので、経済施策を一体的に講

ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第54条第４項（第54条第５項において準用す

る同条第４項）の規定により、次のとおり報告します。 
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１．変更をした届

出 

整理番号  

導入等計画書（緊急導入等届出書）の届出をした

年月日  

２．変更の内容 

変更事項 変更前 変更後 変更の時期 

    

    

    

３．変更の理由  

４．備考  
 

 

 

 

（記載上の注意） 

１．「１．変更をした届出」の「整理番号」は、導入等計画書（緊急導入等届出書）の届出時

に付与された番号を記載すること。 

 

２．特定社会基盤事業者以外の者が、総務大臣に直接に提出することができる項目について変

更をした場合には、当該変更をした者が、当該変更の内容及び当該変更の内容を証する書類

について総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該変更をした者は、特定社

会基盤事業者又は重要維持管理等の委託の相手方に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提

出することを報告することとし、報告を受けた重要維持管理等の委託の相手方は、遅滞な

く、特定社会基盤事業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

注 ［略］ 

 

１．変更をした届

出 

届出年月日 

導入等計画書（緊急導入等届出

書）の届出をした年月日 

 

変更の届出又は報告をした年月

日（複数あるときは、その直近

のもの） 

 

特定重要設

備の種類及

び名称 

 

重要維持管

理等の委託

の内容 

 

２．変更事項  

３．変更の内容 
変更前 変更後 

  

４．変更の理由  

５．変更の時期  

６．備考  

（記載上の注意） 

１．「１．変更をした届出」の「変更の届出又は報告をした年月日（複数あるときは、その直

近のもの）」の欄には、この報告を除き、届出又は報告をした直近のものの年月日を記載す

ること。 

２．特定社会基盤事業者以外の者が、総務大臣に直接に提出することができる項目について変

更をした場合は、当該変更をした者が、当該変更の内容及び当該変更の内容を証する書類に

ついて総務大臣に直接に提出することができる。このとき、当該変更をした者は、特定社会

基盤事業者又は重要維持管理等の委託の相手方に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出

することを報告することとし、報告を受けた重要維持管理等の委託の相手方は、遅滞なく、

特定社会基盤事業者に対し、報告を受けた旨を報告することとする。 

 

注 ［同左］ 

 

様式第十（第二十五条第四項関係） 様式第十二（第二十六条第三項関係） 
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特定重要設備の導入を行った後の構成設備の変更の報告書 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

 

導入等計画書（緊急導入等届出書）に係る事項につき変更をしたので、経済施策を一体的に講

ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第54条第４項（第54条第５項において準用す

る同条第４項）の規定により、次のとおり報告します。 

 

１．変更をした届出 

整理番号  

導入等計画書（緊急導入等届出書）の届出をし

た年月日  

２．変更の内容 

変更事項 変更前 変更後 変更の時期 

    

    

    

３．変更の理由  

４．備考  
 

 

特定重要設備の導入を行った後の構成設備の変更の報告書 

 

年  月  日 

 

殿 

 

住    所         

名    称         

代表者の氏名         

 

 

導入等計画書（緊急導入等届出書）に係る事項につき変更をしたので、経済施策を一体的に講

ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第54条第４項（第54条第５項において準用す

る同条第４項）の規定により、次のとおり報告します。 

 

１．変更をした届

出 

届出年月日 

導入等計画書（緊急導

入等届出書）の届出を

した年月日 

 

変更の届出又は報告を

した年月日（複数ある

ときは、その直近のも

の） 

 

特定重要設

備の種類及

び名称 

 

２．変更事項  

３．変更の内容 

 変更前 変更後 

構成設備の種

類 
  

構成設備の名

称 
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（記載上の注意） 

１．「１．変更をした届出」の「整理番号」は、導入等計画書（緊急導入等届出書）の届出時

に付与された番号を記載すること。 

 

２．特定社会基盤事業者が、総務大臣に直接に提出することができる項目について変更をした場

合は、当該変更をした者が、当該変更の内容及び当該変更の内容を証する書類について総務大臣

に直接に提出することができる。このとき、当該変更をした者は、特定社会基盤事業者又は特定

重要設備の供給者に対し、あらかじめ、総務大臣に直接に提出することを報告することとし、報

告を受けた特定重要設備の供給者は、遅滞なく、特定社会基盤事業者に対し、報告を受けた旨を

報告することとする。 

注 ［略］ 

 

構成設備の機

能 
  

供 給

者 

名称   

住所   

設 立

準 拠

法 国

等 

  

変更を行った

時期 
           

変更を行った

理由 
 

４．備考  

（記載上の注意） 

１．「１．変更をした届出」の「変更の届出又は報告をした年月日（複数あるときは、その直

近のもの）」の欄には、この報告を除き、届出又は報告をした直近のものの年月日を記載す

ること。 

２．構成設備の追加又は削除を行った場合は、「変更前」又は「変更後」の欄に「追加」又は

「削除」と記載すること。 

 

 

 

 

注 ［同左］ 

 

様式第十一（第二十六条関係） 

 ［略］ 

 

様式第十三（第二十七条関係） 

 ［同左］ 

 

様式第十二（第二十七条第一項関係） 

 

報告書 

［新設］ 
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年  月  日 

 

総務大臣 殿 

 

登録番号／届出番号           

住 所           

名 称           

代 表 者 の 氏 名           

 

総務省関係経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律に基づく

特定社会基盤事業者等に関する省令第２条第１号ロに掲げる者に（該当することとなった／該当

しなくなった）ため、第27条第１項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

第２条第１号ロに掲げる者

に（該当することとなった

／該当しなくなった）年月

日 

 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 

様式第十三（第二十七条第二項関係） 

 

報告書 

 

［新設］ 



 

77
頁
 

年  月  日 

 

総務大臣 殿 

 

 

登録番号／届出番号           

住 所           

名 称           

代 表 者 の 氏 名           

 

   年度 （自  年４月１日  至  年３月31日） 

 

 標記の年度が終了したので、総務省関係経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保

の推進に関する法律に基づく特定社会基盤事業者等に関する省令第27条第２項の規定により、下

記のとおり報告します。 

 

記 

 

標記の年度における１月当たりのメッ

セージサービスの提供を受けた利用者の

数の平均の該当する区分 

□５千万以上６千万未満 

□６千万以上 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 

備 考  表 中 の ［  ］ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 傍 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 傍 線 は 注 記 で あ る 。  
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附 

則 
こ
の
省
令
は
、
令
和
九
年
一
月
十
二
日
か
ら
施
行
す
る
。 


